
第 3 章  プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの目的 

アンガット川調整ダムは AMRIS 地区へ安定的に農業用水を供給するために、取水地点の

河道水位を EL.17.50 m に保持する機能と、上流に発生する洪水をスムーズに流下させる機

能を兼ね備えている。しかし、ダム下流河床の低下にともなって下流水叩きが損傷を受け、

ダム全体の安定性への懸念が生じてきた。これは上記したダムの機能を維持する上で、非常

に大きな問題となる。 

したがって、本プロジェクトはダム下流河道の河床低下に対して適切な河床防護工を施し、

また現在ダム施設が受けている構造的損傷を修復し、構造的安定の回復と維持を図ることを

目的とする。 

3-2 プロジェクトの基本構想 

(1) 水叩き及び護床工の改修に対する基本構想 

アンガット川調整ダム周辺の河道特性、構造物特性と損傷についての現地調査及び地

質・地盤調査をとおして、本ダムの水叩き・護床工及びその関連施設が直面する問題点と

課題を整理すると共に、その対策に向けた基本的構想を以下に記す。 

(a) ダム下流河道の河床低下 

アンガット川調整ダムの竣功以来、上流からの土砂供給が遮断され、さらに下流河道

における過度の砂利採取により、ダム下流河道の河床低下の進行が著しい。アンガット

川調整ダム直下流の平均河床高はダム建設前において約EL.12.0 m だったものが 1972
年には EL.10.0 m に、さらに 1999 年にはEL.7.0 m 程度にまで低下した（図 3-2参照）。

特にみお筋部の河床低下が顕著である。 

今後、下流河道内の砂利採取を全面的に禁止すれば河床低下の進行はかなり抑制でき

るものの、上流からの土砂の供給が遮断されているので、下流河道は安定河床（河床高

と勾配）に達するまで河床変動を継続することになる。既存の 2 段目水叩き直下流の河

床もこの影響範囲に入っているので、この地点に新たに床止め工（落差工、水叩き及び

護床工を総称する）を設けて河床低下の上流側への進行をくいとめる。なお、床止め工

の設計において、将来の河床変動量を推定して維持すべき河床高を設定する。 

(b) 下流河床の局所洗掘 

本ダムの水叩きは表面の高さが下流の常時水面より上にあること、既存減勢ブロック

の配置・規模が適当でないこと、また、護床工の剛性が小さく、全体的な長さが不足し

ていることなどにより、放流水を効果的に減勢し、下流河道に流水を導くような水理・
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構造形式となっていない。このため、河床低下に伴って発生した水叩き端部の洗掘が上

流からの放流水によって、なお一層局所的な洗掘を進行させることとなった。（図 3-1 
流れの形態（現況）を参照のこと）この河床洗掘の進行は 2 段目水叩きの下流部を破壊

し、徐々に上流に向かって破壊を拡大させる可能性がある。よって、節 (a)で述べたよ

うに、2 段目水叩きの直下流に床止め工を設けることにより、河床の洗掘を防止すると

共に、既設の水叩きを防護する。また、1 段目、2 段目水叩きにおいて、放流水を減勢

する対策も合わせて考える。 

(c) 右岸導流堤への流水の影響 

本導流堤はふとん籠で覆われているが、流水の作用によりふとん籠に変形や移動が生

じている。これが進行すれば導流堤の破壊につながりかねないので、強度の大きい護岸

で堤体を固め防護する。この場合、導流堤背面側に水が回り込まないようにするために、

導流堤背面に盛土を施し、かつ法面を護岸で保護する。 

(d) 右岸取水ゲート直上流の河岸侵食 

当該区間は洪水時には水当たり部となるため、流水による洗掘作用を受けやすい。試

算によればアンガット川調整ダムの設計流量である 3,300 m3/s が流下するときの平均

流速は約 3.0 m/s であり、河岸侵食の発生が十分に考えられる。これが進行すれば取水

ゲート取付擁壁部の安定性に影響を及ぼすことになるため、取付擁壁の直上流区間の河

岸を防護する。 

(e) 水叩きコンクリート下部及びコンクリート護岸背面地盤の空洞化 

地下レーダー調査とハンマーによる打撃音・反発度に関する現地調査の結果、１段目

水叩きの下流エンドシル付近一帯の水叩き下部地盤及び右岸土砂吐直下流護岸背面地

盤に空洞が存在することがわかった。これらの空洞は洪水流や浸透流の作用により拡大

し続けると将来的には表面のコンクリートの陥没破壊につながることが考えられるの

で、確認される範囲においてこれらの空洞部はコンクリートを除去して直接土で埋戻す

か、またはグラウトホールをもうけてモルタル等により空洞部を充填する。 

(f) 構造物の老朽化・劣化 

既設水叩きは長期間にわたり繰り返し射流状態の流れの影響を受けるため、水叩き表

面は流水のせん断とキャビテーションにより摩耗と侵食を受けて風化し、表層剥離を起

こしやすい。これらの現象が顕著に現れているのは水叩きコンクリートの表面の欠損や

亀裂、バッフルピアの倒壊及び水叩きコンクリートの剥奪などである。この流水の作用

を緩和するような対策を講じる。 

(g) ゲート放流による流水集中の緩和 

洪水時のゲートの倒伏頻度は第 3 と 4 が最も高く、その結果第 3 と 4 のゲート下流
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河床に越流した水が集中して流れることとなり、その分河床洗掘量も大きくなっている

と考えられる。ゲート倒伏時の流水の集中を緩和する構造物的対策、あるいはゲート操

作の変更により流水の集中を防ぐ方法を検討する。 

(h) １段目水叩き部からの湧水 

堰本体コンクリートと基礎地盤の接触面にみず道ができている可能性がある。現在の

ところ表面上、問題は発生していないが、将来、このみず道が拡大しパイピングの進行

につながりかねないので、可能な限り現状を改善するような対策を考慮する。 

(2) アンガット川調整ダムの維持管理用設備に関する問題点と対策 

現在設置されている維持管理用設備は、資機材の不備や能力不足からダム貯水池の管理、

ゲート操作及び放流時の下流への警報の実施等において様々な問題を抱えており、今後の

ダム施設の効果的維持管理、運営の面で強く改善が求められている。特に以下に挙げる設

備については早急な対応が必要である。 

(a) ダム貯水池管理用ボート 

ラバーゲートの破壊の原因となる大型浮遊物（建設資機材、船舶、家屋廃材、その他

ラバーゲートに影響を与えそうなもの）の早期発見やそれらの除去、あるいはダム貯水

池上流の河道内に存在する様々な施設の状況を日常的にモニタリングするために、ダム

貯水池管理用ボートの利用が不可欠となる。 

(b) 放流警報装置（サイレン） 

現在、左岸のゲート操作室に、音声の到達距離が 500 m の警報装置が一基設置され

ているが、風雨や洪水の放流音によってこの到達距離はかなり短くなっている。このた

め左岸から右岸に向けて警報を鳴らしても音声が伝わらない状況が頻発し、ゲートの放

流管理上問題となっている。そこで右岸側にも左岸と同様な警報装置を設け、河川の右

岸領域に確実に警報が伝わるようにすることが求められている。 

(c) サーチライト 

現在、左岸のゲート操作室に夜間におけるゲートの維持管理用にサーチライトが一基

設置されているが、照明能力が足りないために右岸側方面のゲートの維持管理が手薄と

なっている。よって右岸側にも左岸側のものと同様なサーチライトを設置し、夜間にお

けるゲートの維持管理を可能ならしめることが急務となっている。 

(d) 専用無線システム 

現在、左右岸のゲート操作室と地区事務所の３者を直接つなぐ情報伝達システムが無

いため、ダムの近くにあるゲート操作員宿舎内の無線を使って地区事務所と連絡を取り
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合い、その情報を連絡員がゲート操作室まで運ぶといった非効率な手段を使っている。

そのため緊急時において正確で迅速なゲート操作が実施できない状況にある。よって、

ゲート操作によるダム貯水池の水位管理及び放流制御等の情報伝達をリアルタイムに

行える体制を確立するために、３者をつなぐ専用無線システムの導入が不可欠である。 

(3) 事業の内容 

本事業に関するフィリピン国側の要請内容と、調査団が実施した現地調査および施設

の詳細検討を踏まえて決定した事業内容を比較して表 3-1 に示す。 
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表 3-1  事業内容 

フィリピン国側からの要請内容 基本設計で決定した内容 

1.エンジニアリングサービス（詳細設計と施工

監理） 

1.エンジニアリングサービス（詳細設計と施工監

理） 

2.施設の建設 2.施設の建設 

(a) 水叩きの新設（床止め工と称する） 

- 落差工本体部 

- 水叩き部 

(a) 水叩きの新設（床止め工と称する） 

��

��

落差工本体部 

水叩き部 

(b) 護床工（水叩き直下流） 

- コンクリートブロックとふとん籠敷設 

(c) 護床工（水叩き直下流） 

�� コンクリートブロックの敷設 

(c) 護岸工 

- 下流水叩き左右端部練石張り護岸の新設

- 右岸土砂吐直下流護岸の補修又は改築 

(d) 護岸工 

��

��

下流水叩き部側壁護岸の新設 

右岸土砂吐直下流護岸の改築 

��右岸導流堤の補強、背面河道部の埋め土及び

盛土法面の保護工 

��右岸取水ゲート上流部河岸の防護工 

��左岸下流既存法面保護工の補修 

(d) 既存 1 段目、2 段目水叩きの補修 

- 陥没部のコンクリート,ふとん籠の撤去 

- 陥没部の土砂埋め戻し 

- 止水矢板の打込みとコンクリート打設 

(a) 既存 1 段目、2 段目水叩きの補修、改良 

��

��

��

陥没部のコンクリート,ふとん籠の撤去 

陥没部の土砂埋め戻し 

止水矢板の打込みとコンクリート打設 

��水叩きの減勢池化(エンドシルの設置) 

��１段目水叩き下部空洞部およびゆるみ地盤の

処理 

��１段目水叩きコンクリート床版の補修 

(e) 仮設構造物 

- 仮締切り工一式 

- その他工事に必要な仮設工 

(e) 仮設構造物 

��

��

仮締切り工一式 

その他工事に必要な仮設工 

(f) 上記工事に係る現場経費 (f) 上記工事に係る現場経費 

3.維持管理用機材 

- ボート：１ 

- 放流用警報装置：１ 

3.維持管理用機材 

��

��

ボート（牽引用斜路の建設含む） 

放流警報装置（サイレン）：１ 

��施設管理用サーチライト：１ 

��施設管理及びゲート操作用無線装置：１ 

4.研修プログラム 

- 施設の運営・維持管理に関する現地オン

ザジョブトレーニング 

4.研修プログラム 

�� 施設の運営・維持管理に関する現地オンザジ

ョブトレーニング 

[記号の説明] : 

- フィリピン国側が当初要請した項目 

● 要請内容を検討した結果、調査団が必要と判断した項目 

○ 現地調査の結果、調査団が追加的に必要と判断した項目 

□ フィリピン国側の追加要請項目（検討した結果、調査団が必要と判断した） 
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3-3 基本設計 

3-3-1 設計方針 

(1) 基本的考え方 

対象施設の改修・補修は次のような考え方で行う。 

(a) 改修・補修の対象とする施設は既存の水叩きと護床および関連する護岸で、これを実

施しなければ水叩きを含むダム本体の安定に影響を及ぼすと考えられるものに限定

する。調査の結果より対象とする施設は下流護床工、1 段目と 2 段目の水叩き、1 段

目水叩き右岸の既設護岸、２段目水叩き右岸の導流堤及び右岸取水ゲート直上流の護

岸とする。 

(b) 構造物破損の原因と現施設が直面する問題点に的確に対応した改修・補修の対策案を

設定する。対策にあたっての主な検討項目は、i) 下流河道の河床低下、ii) 局所洗掘、

iii) 基礎地盤のパイピングとゆるみ、iv) 揚圧力、v) 地震荷重等である。 

(c)  アンガット川調整ダム周辺の河道特性を把握し、可能な限りこれと調和した施設の改

修計画を策定する。また、河床低下対策として施設下流の将来の河床高を可能な限り

定量的に推定し、これをもとに構造物の高さを決定し、これを維持するような構造物

を設計する。 

(d) 既存のコンクリート構造物は竣功後 40 年以上経過しているものの、現在でも十分な

コンクリート強度を有していることが確認されている。よって改修・補修にあたって

は破損の著しいものを除いて、既存の構造物を最大限活用する。また、その施工にあ

たっては既存構造物の安定性を損なわないよう配慮する。 

(e) アンガット川調整ダム周辺の河川空間はブラカン州の景勝地の 1 つであると同時に、

水辺は地域住民の憩いの場として散歩、水浴、魚吊り、洗濯等に利用されている。よ

って施設の設計と工事施工にあたっては、人々の河川利用に最大限配慮した計画とす

る。 

(f) 施設の構造形式の決定にあたっては、竣功後において施設の維持管理が不要、または

極力容易となるようにする。 

(g) ゲート操作の変更によって越流水の下流河道に与える影響を緩和することが可能で

あれば、ゲート操作の見直しを行う。 

(h) ダム施設および貯水池の維持管理用設備の調達計画は、ダム管理事務所の維持管理能

力（人、体制、予算等）を十分考慮して行う。 
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(2) 施設の改修・補修に関する設計方針 

各施設の改修・補修についての設計方針は次のとおりである。 

(a) 下流河道の将来の河床低下への対応 

3 段目水叩きの表面高を現況の平均河床高よりもみお筋部で 1.0 m 程度 、それ以外

の部分で 0.5 m 程度だけ低く設定し、下流河床が将来低下することがあっても、水叩き

が河床よりも上に突出しないようにする。また、護床工の流水方向長さを大きくとり、

コンクリートブロックやふとん籠のような屈撓性の構造物を河床面より下に敷設する。 

(b) 下流河床の局所洗掘の防止 

2 段目水叩きの下流に落差工、水叩き及び護床工からなる床止め工を設けてこの区間

で完全跳水を発生させ、流水を減勢して下流河道に導く。水叩きにはパイピング防止の

ための鋼矢板を上下流端部に打込み、護床工は流出しない十分な重量を持ったコンクリ

ートブロック構造とする。 

(c) 1 段目と 2 段目水叩き上の流水の減勢とコンクリートの劣化の抑制 

1 段目と 2 段目水叩きの上にエンドシルを設けて水辱池とすることにより、洪水吐ゲ

ートを越流・落下したあとに発生する高速射流の流水エネルギーを減殺し、水叩き表面

に働く負荷を軽減する。また、右岸土砂吐ゲート直下流の水叩きは、流水の作用により

一部破損しているので、新たにコンクリートを打ち足して原形復旧する。 

(d) 2 段目水叩き陥没破壊部の補修 

応急対策として陥没部に設置したふとん籠を撤去し、水叩きの原形復旧を行う。工事

内容は流出土砂の充填、転圧、鋼矢板打込み、配筋、コンクリート打設などである。 

(e) 水叩き下部の空洞化とゆるみ地盤の処理 

空洞のある場所の水叩きコンクリートを撤去してゆるみ地盤を締め固め、空洞の埋め

戻しを行い、最後にコンクリート床版を再度打設する。また、水叩きを壊さずにせん孔

し、モルタルなどの材料で空洞を埋める方法も検討する。 

(f) 既存護岸の表層剥離、クラック及び背面空洞化の処理 

損傷のある既設コンクリート護岸を撤去し、掘削、覆土、締固め、裏込投入、コンク

リート被覆、地下水処理工設置等からなる護岸を新たに設ける。 

 

(g) 流水による右岸下流の導流堤部の洗掘防止 
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本導流堤平面線形の変更は、河岸地形の制約と用地問題のため実質的に不可能であり、

現況の線形を踏襲するものとする。この場合、本導流堤及びその防護工は洪水流の作用

を受けても破壊しないよう十分な強度を持った永久構造物として設計する。 

また現在、導流堤背面は河道の一部となっており、洪水時には湛水するが、導流堤の

補強・改善に合わせてこの区域を埋め立てて流水が背面に回り込まないようにする。 

(h) 洪水吐ゲート倒伏時の下流河道への流水集中の緩和 

エンドシルを設けることによって水叩きの上を水辱池とし、ゲートを越流し落下した

水の流れを減勢池の中で分散させ、河道全幅にわたる均等な流れを作り出す。 

(i) 右岸取水ゲート直上流の河岸侵食の防止 

洪水時に流水が直接河岸に当たって河岸を侵食しないよう河岸前面に矢板等による

護岸をもうける。 

(3) 施工方針 

アンガット調整ダム改修・補修工事は河川工事であり、矢板、土のう等からなる仮締切

堤で施工範囲を囲い、河川水の進入を防止しながら行う必要がある。また、河川内の施工

は洪水の影響を大きく受けるので、洪水の発生する可能性の高い雨期には河川内での施工

は避けるものとする。仮締切の設置にあたっては、現状の流水の疎通を妨げることがない

よう十分な通水断面を確保する。 

本工事は土工、コンクリート工、遮水矢板工が主体であり、工事規模が大きい。乾期（11
月～翌年 5 月までの 7 ヶ月）の間に実施可能な工事内容と量を考えると、施工期間は 2 乾

期を必要とする。 

河川の仮締切工法として、①前面締切、②半川締切、③複数締切が考えられるが、本工

事の場合は②の半川締切工法を中心にして仮設計画を立案するものとする。詳細は “3.3.4 
施工方法”の中で記述する。 

 

3-3-2 基本設計計画 

(1) 河道水理条件 

損傷を受けた水叩き下流の床止め工及び護岸工等の構造物は洪水時の流水力や地下水

位の変動による水圧に対して安定するよう設計する必要がある。そこで外力としての流水

力や水圧を求めるうえで基本となる流量、水位及び流速等の水理量を以下のとおり設定す

る。 

(a) 設計対象流量 

3-10 



アンガット川調整ダムは、計画取水位 EL.17.500 m において洪水吐ゲート及び土砂

吐を全開して 3,300 m3/s の流量が安全に流れるよう設計されており、これを当ダムの

設計洪水流量としている。よって本業務においてもこの 3,300 m3/s の洪水流量を用い

るものとし、この値以下のすべての洪水に対して構造物が安全となるよう計画する。 

なお、この設計流量である 3,300 m3/s がどの程度の生起確率に相当するかについて明

らかにした資料がないので、以下において概略推定を試みた。 

(i) 仮定条件 

・ 洪水流出量の推定にあたっては、近隣の河川であり、しかも流域特性がアンガ

ット川に類似しているパシグマリキナ川の比流量を参考とする (表 3-2 に示す)。 
 

表 3-2 パシグマリキナ川の比流量 

確率年 比流量 (m3/s/km2) 

10 4.3 

20 4.9 

50 5.8 

100 6.4 

 

・ アンガットダム地点の流域面積を 568 km2、これより下流アンガット川調整ダ

ムまでの残流域を 309 km2とし、パシグマリキナ川の比流量を掛け合せ、洪水

流出量を算定する。 

・ アンガットダムは洪水時の調節効果(ピークカット)が大きく、過去の実績によ

れば、大洪水時（3,000 m3/s 以上）において約 50 %、中小洪水時に 70 % 程度

である。よって、アンガットダムによるピークカット率 50 % を用いて、ダム

からの洪水時放流量を算定する。 

(ii) 計算結果 

上記の条件を用いてアンガット川調整ダム地点における流出量を算定し、生起確率

との関連付けを行った。その結果は図 3-3 のとおりである。 
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図 3-3  計画流量と確率年との関係 

 

図 3-3 からわかるように、3,300 m3/s の流出量に相当する生起確率は 1/40 程度で

ある。 

フィリピン国では、大流域河川の長期的治水事業の目標として 50 年確率規模が、

緊急対策としては 20～30 年確率規模が採用されている。アンガット川は当国では重

要河川の１つであり、治水・灌漑事業において、40 年相当の計画規模を採用するこ

とは、十分妥当性がある。 

(b) 下流河道の河床標高と低水時の水深 

1999 年 2 月と 2000 年 4 月に実施した河川の地形測量結果をもとに、両年における

水叩き直下流河道の河床面標高を比較して示したのが図 3-4 である。また、現水叩き下

流端から約 1,200 m 下流区間の最深河床高の縦断形状を  図 3-5 に示す。 
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河床高のコンターラインと河床縦断図から明らかなように、2 段目水叩き直下流の河

床が局部的に大きく洗掘されていることがわかる。1999 年と 2000 年における EL7.00 
m の河床コンターラインを比較すると、わずか 1 年の間に標高 EL7.00 m の河床領域が

大幅に拡大している。これはふとん籠による護床工を水叩き直下流に設置した後、洗掘

領域がこれよりも下流に移動したことによると考えられる。 

また、乾期の低水時における水面標高を比べると、1999 年には EL7.5 m～8.0 m だ

ったものが、2000 年には EL7.0 m～7.5 m となり 0.0～0.5 m の範囲で水位が低下して

いると推定される。よって、床止め工の設計において下流河道の設計水位を決定するに

あたり、もっとも低い水位である EL.7.00 m を用いるのが適当である。 

なお、アンガットダムの発電放流のうち 2.0 m3/s 分はアンガット川の河川維持用水と

して放流されており、アンガット調整ダムにおいても取水量と調整を図りながら河川維

持用水を下流に放流することになっている。しかし、乾期にはまったく放流しないこと

もあるが、地下水の河川流出があるため、河川に水が枯れることはないようである。 

(c) 2 段目水叩き直下の維持すべき河床高（水叩き表面標高）の決定 

2 段目水叩き直下流河道の維持すべき河床高（床止め工の水叩き表面標高と同じ、図 
3-6 参照）は、次のような事項を検討し、EL.6.00 m とした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

河床埋戻し 

L.W.L 

既存 2 段目 
水叩き 新設床止め工 

深掘れ区間 

EL.9.00 m 

下流みお筋部 
平均河床高 
EL.7.20 m 

維持すべき河床高  EL.6.00 m 

 

図 3-6  維持すべき河床高 

 

(i) 直下流みお筋の河床高 

現在、みお筋は第３と第４洪水吐ゲートの下流側にできており、主流は第 3 ゲート

下流筋である。このみお筋は、2 段目水叩きから約 150 m 下流地点まで深掘れが進ん

でおり、この範囲の最深河床高は EL.3.0 m、平均で EL.6.0 m 程度である。この深掘

れ区間よりさらに下流区間(延長約 250 m)の河床高は約 EL.7.0 m から EL.7.5 m(平
均で EL.7.2 m)で、あまり大きな変化はない。よって、2 段目水叩き直下流河道の維
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持すべき河床高は、将来の河床低下を考慮して EL.6.0 m から EL.7.0 m の間にとる

のが妥当であると言える。 

(ii) 経年的な河床変動データからの河床高の予測 

アンガット川調整ダム下流区間（約 1,000 m）における河床高の経年変化をみると

おおよそ表 3-3 に示すようになっている。 
 

表 3-3  河床高の経年変化 

年 最深河床高 低下幅 低下幅/年 
1926 EL.11.5 m～EL.12.3 m 3.4 m 0.07 m 
1972 EL.8.0 m～EL.9.0 m 

1999 EL.6.5 m～EL.7.5 m 1.5 m 0.06 m 

 

過去 73 年間の河床低下は年平均 6.5cm の低下率で進行したことがわかるが、この

原因はアンガット川調整ダムとアンガットダムの建設によるものと、河床砂利採取に

よるものの２つが主である。ここで 30 年程先の河床低下幅を推定する場合、過去の

年平均低下幅の中で砂利採取による要因によるものが 5 割を占めていたとし、さらに

将来は砂利採取が 100% 行われないと仮定すれば、河床低下幅は次のように推定でき

る。 

30 年先の低下幅 = 0.065 x (1-0.5) x 30 = 0.975 m 

深掘れ範囲を除いた下流みお筋区間の平均河床高は EL.7.20 m であるので、30 年

先の河床高は次のようになる。 

EL.7.20 m – 0.975 m = EL.6.225 m  

よって、深掘れ範囲より下流の 30 年程将来の河床高は、EL.6.00 m 程度になるも

のと予測できる。よって、床止め工の水叩き表面標高を EL.6.00 m としておけば、将

来下流河床が低下したとしても影響を受けることはないと考えられる。 

(iii) 河床変動計算による河床高の予測 

アンガット川調整ダム下流区間において、将来予想される河床変動量を計算により

推定し、床止め工直下流の維持すべき河床高（水叩き高と同じ）を決定するための参

考とする。 

計算条件 

計算における条件および仮定は次のとおりである。 

計算対象区間は、アンガット調整ダム直下流 12.59ｋｍ区間とし、計算の開始年��
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は現在の西暦 2000 年から 2029 年まで（30 年間）とする。 

流況（毎月の洪水流量）を設定するために、以下のような方法を用いた。 ��

① 調整ダム地点における過去 10 年間の降雨データを用いて降雨量の確率分布

を作成する。② この確率分布形状に合わるように 30 年間の年最大洪水流量を設

定する。この場合、年最大洪水流量の最大値は 3,300 m3/s とした。③ 設定した

各年の最大洪水流量をもとに月毎の流量を求める。 

以下の図 3-7 に推定各年最大流量経年変化図を示す。 
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図 3-7 推定隔年最大流量経年変化図 

 

平均河床高は次式によって算定した。 ��

�
�

�
�
�

�
���

�

�
��
�

�

水面幅

河積

基準水位

計画高水位または
平均河床高＝  

計算対象経過年間（30 年間)には、人工的な河床及び河岸の掘削が行われないと

仮定する。 
��

��

��

調整用ダムによって掃流砂の移動は制限され、浮遊砂のみ下流河道へ流れると仮

定する。 

河床材料の粒径分布は、現地調査時に得られた調整用ダム下流 5 地点の河床材料

調査結果を用いる。河床材料の粒径分布は図 3-8 のとおりである。 
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図 3-8  河床材料の粒径分布（通過百分率） 

計算結果 

30 年後の対象区間の河床高は、図 3-9 に示すように第 3 エプロン直下流から 0.7 
km下流区間と下流10～12 km区間で河床の変動が見受けられる。それ以外の区間は、

ほぼ河床の変動が無く平衡状態になっていると考えられる。 

特に第 3 エプロン直下流から 0.7 km 下流区間において河床高が逆勾配になってい

る区間が 2 ヵ所あり、その勾配変化点付近の変動量は大きい。表 3-4 に第 3 エプロン

直下流の平均河床高の変化を示す。 

 
表 3-4  平 均 河 床 高 の 変 化 

平均河床高 (EL m) 変化量 

断 面 名 
距 離 標

(km) 
現 況 

① 

30 年後 

② 
②－① 

STA.5+820 -0.68 8.63 7.772 -0.858（低下） 

STA.5+640 -0.50 6.19 6.692 0.502（上昇） 

STA.5+460 -0.32 9.36 8.453 -0.907（低下） 

STA.5+280 -0.14 8.67 8.027 -0.643（低下） 

STA.12+420 -0.04 7.36 6.908 -0.452（低下） 

 

計算結果より、第 3 エプロン下流の河床は、30 年先には約 0.9 m（0.03m/年）程度

低下する可能性がある。このことより、水叩き直下流の現況平均河床高は、EL+7.2 m
程度であるので 30 年後の河床高は次のように推定できる。 

EL+7.2 m － 1.00 m ＝ EL+6.2 m 

よって、水叩き表面高を EL+6.00m に設定しておけば、将来の河床低下に対して影

響を受けることはないといえる。
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(iv) 水叩きおよび護床工の河床洗掘防止効果 

既設2段目水叩きの直下流に設ける床止め工は確実な河床洗掘防止が行えるもので

なければならない。河床洗掘防止は、落下する水を水叩き区間で跳水減勢し、護床工

区間で整流して下流に導くことによって行える。このためには水叩きの高さを下流水

位よりも低く設定する必要がある。前節で検討したように、下流の乾期低水位を

EL.7.00 m としたのでこれよりも下にする。さらに 1.0 m 程度の水深が確保できれば

減勢効果は十分に発揮できるので、水叩き表面標高は EL.6.00 m 程度とするのが適当

である。 

(v) 既設 2 段目水叩き工の維持 

本水叩き下流端部には長さ 4.0 m の洗掘防止矢板が打込まれており、矢板下端の標

高は EL.5.0 m である。護床工改修後にはこの矢板の役割は小さくなるとはいえ、こ

れを将来とも維持するためには少なくとも EL.5.0 m より上に河床高を設定しなけれ

ばならない。 

(vi) 水辺の利用と生態系の維持 

現在 2 段目水叩き護床工の直下流の深掘れ区間は、乾期でも水深が 0.5～3.0 m あ

るため、周辺住民のみならず近隣地域からの観光客が魚つり、水浴、水辺あそび等に

利用している。また、魚類、えび、かに等もこの水域に多く生息している。乾期の低

水時水深が EL.7.00 m まで下がったとしても、水面利用や生態系の保全の観点から

1.0 m 程度の水深があるのが好ましい。よって、河床高標高として EL.6.00 m 程度が

妥当である。 

(d) 洪水時の河道水位と流速 

既存の水叩きにおける水流形態の検討及び新設床止め工設計のために必要となる流

量、水位及び流速分布等の水理量を算定した。 

設計洪水流量以下の任意の流量に対して河道の水位と流速を不等流計算により求め

た。計算区間はアンガット川調整ダムの 12.7 km 下流地点からダムの上流 4.5 km 地点

までの 17.2 km 区間である。水位計算の出発水位は始点断面では等流水深を、河床高の

急変する場所では限界水深を用いた。全河道区間の水位縦断を図 3-10 に、アンガット

川調整ダム水叩き・護床工区間の水位縦断を図 3-11 に示す。また、アンガット川調整

ダム上流区間の計画洪水時の平均流速を図 3-12 に示す。 
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(2) 水叩き・護床工区間の流れの形態 

ダム本体または落差工を越流した水の流れは、水叩き・護床工区間において越流量と下

流水位の関係により、図 3-13 に示すような 4 つの形態をとる。 

 

流れの形態 Ａ  

hc 

h0 
hj 

hm 

完全跳水 露出射流   (hm < hj ) 
 
 
 
 
 
 

流れの形態 Ｂ 

h0 hj hm 

完全跳水   (hm = hj ) 

 
 
 
 
 
 

流れの形態 Ｃ  

hm hj h0 

  (hm > hj ) 
 
 
 
 
 
 

流れの形態 Ｄ  
  (hm > hj ) 

h0 hj 
hm 

 
 
 
 

図 3-13  流れの形態 

(a) 流れの形態 Ａ 

下流水深hm が落差工付け根における越流落下水深h0 に対応する共役水深hj より小

さい場合にこの流れとなる。ラバーゲートを倒伏し鋼製ローラーゲートを引き上げて放

流した直後に、下流河道の水深が比較的小さいときにこの形態となる。アンガット川調

整ダムの場合は、1 段目と 2 段目の水叩きの標高は下流水位より高いので、跳水が発生

せず露出射流のまま下流河道に流れ込み、局所洗掘を引き起こす。3 段目落差工と水叩

きを設けた場合はこの流れ形態となるので、この条件下で水叩きを設計する。 
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(b) 流れの形態 Ｂ 

下流水深hm が共役水深 hj と一致したときの流れであり、理想的な減勢が行われる。 

(c) 流れの形態 Ｃ 

下流水位が落差工天端における限界水深の水位よりも低く、かつ水深 h0 に対応する

共役水深 hj よりも高い場合である。ラバーゲートを倒伏したり鋼製ローラーゲートを

引き上げて放流した後、下流水位が徐々に高くなる過程においてこの形態が発生する。 

(d) 流れの形態 Ｄ 

落差工天端における限界水深の水位高より下流水位のほうが同等か高い場合であっ

て、いわゆる潜り越流となる。大洪水のときにこの流れ形態となる。最大流速は水面近

くにあり、局所洗掘への影響が少ない。 

(i)  h0 の計算 

落差工天端における越流開始地点の断面と越流落下地点の断面間の運動量の関係

式は次のように表せる。 
 

V
g

Z h
V

g
hc

c

2
0

2

02 2�
� � �

�
��  

 

ここで、 
Vc  : 越流開始地点の限界水深時の流速 
g  : 重力加速度 
ΔZ : 落差高 
hc  : 越流開始地点の限界水深 
h0  : 越流落下水深 
V0  : 落下地点の流速 

上式に V0 = q / h0 を代入して h0 の多項式としてトライアル計算により越流落下

水深 h0、流速 V0を求める。（q は単位幅当たりの流量） 

(ii) 跳水共役水深 hjの計算 

直下流から跳水が始まった場合の跳水終了水位（跳水共役水深）は、本体直下流で

のフルード数（Fr0）を用い、次のように求められる。 

h
h

Fj
r

0
0

21
2

1 8 1� � � � �( )  

ここで、Fr0 = V0 / √(g h0) の関係を用いる。 
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アンガット川調整ダムの 3 段目の落差工、水叩き及び護床工の水理設計を行うにあ

たり、次の２つの流れ形態を想定する。 

ケース １ 

ダム貯水池水位が EL.17.50 m のとき洪水吐、土砂吐のすべてのゲートを全開して

3,300 m3/s の設計流量を一度に放流するケース。放流した水が短時間の内に下流河道

に達するため、下流水位が十分上昇するまでにはいたらない。よって流れの形態はＡ

ないしはＢとなる。 

ケース ２ 

出水時に徐々にゲートからの放流を行って下流水位を上昇させ、ゲートを全開させ

た状態で 3,300 m3/s の設計流量を流下させるケース。流量の増大とともに下流水位

が上昇するので、流れの形態はＣまたはＤとなる。 

上記 2 ケースについて 3 段目水叩き・護床工区間の流れの形態及び水面形を計算によ

り確認し、水叩き及び護床工の必要長を求めた。検討結果は“基本設計”の中で示す。 

(3) 地質・土質条件と構造物の基礎 

アンガット調整ダムの基礎地盤性状を把握するために、ボーリング調査を実施した。ボ

ーリングの調査位置と調査結果は２章の図 2-18 と 2-19 に示すとおりである。 

床止め工や護岸の底面付近の地盤は、左岸側の一部に軟質凝灰岩層が現れているが、そ

れ以外は層厚約 20 m の礫混じり砂からなる砂礫層である。本層の上部は礫をやや多く含

みＮ値は20から 50、下部は細粒分を多く含みN値は 50以上の締まった砂礫地盤である。

構造物を構築した場合は 50tf/m2 以上の許容支持力が期待できる。また、本地盤は粘性分

が極めて少ないので圧密沈下の可能性は無く、砂礫土の粒土分布及び地盤の締まり具合か

ら判断して、地震時に流動化を起こすことも考えられない。よって構造物は直接この砂礫

地盤に載せて構築するものとする(直接基礎方式)。 

しかし、落差のある構造物を河川内に設けた場合、本基礎地盤は透水性が大きいため、

地盤内を浸透する流水の作用による基礎地盤の破壊(パイピング)が考えられる。このため、

構造物底面に遮水矢板を打込みパイピングの発生を防止するものとする。 

(4) 構造設計条件 

(a) 使用材料の物理定数と許容応力 

使用する材料（コンクリート、鉄筋、鋼材、石、木材、土）の単位堆積重量、強度、

許容応力、弾性係数は 表 3-5～3-8 に示すおりである。 
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表 3-5  材料の単位体積重量 

材料名 単位体積重量 
kgf/m3 (kN/m3 ) 

材料名 単位体積重量 
kgf/m3 (kN/m3 ) 

鉄筋コンクリート 2,500 (24.52) 砂、砂利、砕石 1,900 (18.63) 
無筋コンクリート 2,350 (23.05) セメントモルタル 2,150 (21.08) 
土（空中） 1,800 (17.65) 石材 2,600 (25.50) 
土（水中） 1,000 (9.81) 木材 800  (7.85) 
鋼 7,850 (76.98) レキ青材 1,100 (10.79) 
鋳鉄 7,250 (71.10)   

 
 

表 3-6  鋼の許容応力度 

材料 仕様 許容応力度 
kgf/m3 (kN/m3 ) 

普通丸鋼 Grade 275 1,400 (137) 
異形丸鋼 Grade 275 1,400 (137) 
同上 Grade 415 1,600 (157) 
鋼矢板 SY295 1,800 (177) 
鋼材 SS400 1,400 (137) 
* 丸鋼材は AASHOT の基準による。 

 
 

表 3-7  コンクリートの許容応力度 

設計基準強度(σck) 
 

応力度の種類 
180 kgf/cm2 

(18.4 N/mm2) 
210 kgf/cm2 

(20.6 N/mm2) 
240 kgf/cm2 

(23.5 N/mm2) 

圧縮応力度    
  曲げ圧縮 45 

(4.41) 
70 

(6.86) 
80 

(7.85) 
  軸圧縮 - 55 

(5.39) 
65 

(6.37) 
せん断応力度    
 コンクリートのみで負担 3.3 

(0.323) 
3.6 

(0.353) 
3.9 

(0.382) 
 斜引張鉄筋と共同で負担 - 16 

(1.57) 
17 

(1.67) 
 
 

表 3-8  弾性係数 

材  料 弾性係数 
kgf/cm2 (N/mm2 ) 

鋼  材 2,100,000 (206,000) 
断面決定または応力度計算の場合 140,000 (13,700) 

σck =180 kgf/cm2 (17.7 N/mm2 ) 240,000 (23,500) 
σck =240 kgf/cm2 (23.5 N/mm2 ) 270,000 (26,500) 
σck =300 kgf/cm2 (29.4 N/mm2 ) 300,000 (29,400) ｺ

ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ
ﾄ
 

不静定力ま

たは弾性変

形の場合 
σck =400 kgf/cm2 (39.2 N/mm2 ) 350,000 (34,300) 
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(b) 構造細目 

表 3-9 にコンクリート構造物の設計細目を示す。 

表 3-9  設計細目 

項 目 規  定 

・部材の最小寸法 ：35 cm 

・使用鉄筋 ：フィリピン国で流通しているものを使用する。 

・鉄筋のかぶり ：7.5 cm 以上（土と接触する底面は 10 cm 以上とする。 

・鉄筋の継手長 ：使用鉄筋径の 35 倍以上とする。 

・鉄筋の曲げ半径 ：異形丸鋼 2.5Φ（フックあり） 

  2Φ （帯鉄筋、スターラップ使用） 

・鉄筋間隔 ：250 mm を標準とする。 

・鉄筋のフックおよび曲げ形状 ：半円形 ‐  鉄筋の直径の 8 倍又は 12cm のうち大きい方 

：直角 ‐  鉄筋の直径の 12 倍 

：鋭角- 鉄筋の直径の 10 倍 

 

(5) 構造物の安定計算 

(a) 床止め工の安定計算 

ここで言う床止め工は落差のある本体部、水叩き、護床工、側面の取付擁壁及びこれ

に連なる護岸工すべてを総称する。本床止め工は前節で設定した計画高水位以下のあら

ゆる水位状態において安定な構造となるように設計する。以下に床止め工の安定計算の

方法について述べる。 

本設計において準拠する設計基準は、NIA が作成した“DESIGN MANUAL FOR 
DIVERSION DAMS”、日本の基準である“河川砂防技術基準（案）同解説、（日本河川

協会編）”、“土地改良事業計画設計基準・設計「頭首工」、（農林水産省構造改善局）”及

び“床止め工設計ガイドライン（国土開発技術センター編）”とする。 

(b) 安定計算 

(i) 床止め工本体の安定計算 

床止め工は確実な減勢が行えるとともに、パイピング現象が発生しないよう設計す

る。このため、床止め工の水叩きは十分な延長が必要である。また、床止め工の構造

形状は本体と水叩きを一体構造として考え、転倒、滑動、基礎地盤の支持力及び揚圧

力に対する安定を満足するよう設計する。これらの安定計算において用いる安全率を 
表 3-10 と 3-11 に示す。 
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表 3-10  安定計算の安全率 

 項目 常時 地震時 
1 パイピングに対する安定 

（遮水矢板の長さの決定） 
レインの式において次表に示すクリープ

比 C を満足すること。 
2 揚圧力（浮上り）に対する安定 

（水叩きの厚さの決定） 
すべてのケースにおいて 4/3 以上を満足

する。 
3 転倒 合力の作用点 

中央 1/3 以内 
合力の作用点 
中央 2/3 以内 

4 滑動 1.5 1.2 
5 基礎地盤の支持力 3 2 

 
 

表 3-11  レインの加重クリープ比 

地盤の土質区分 C 地盤の土質区分 C 
細かい砂またはｼﾙﾄ 8.5 粗砂利 4.0 
細 砂 7.0 中砂利 4.0 
中 砂 6.0 栗石を含む粗砂利 3.0 
粗 砂 5.0 栗石と砂利を含む 2.5 

 

(ii) 作用荷重 

床止め工本体に作用荷重は表 3-12 と図 3-14 に示すとおりとする。 
 

表 3-12  作用荷重 

・鉛直荷重 ：仮定した形状寸法により水流方向 1 m あたりの重量を計算する。

鉄筋コンクリート及び無筋コンクリートの単位重量はそれぞれ

2.50 tf/m3 、2.35 tf/m3 とする。 
・水圧 ：考えられる床止め工上下流の水位の組み合わせによる。 
・土圧 ：上流側は床止め工天端まで、下流は河床高まで。 
・地震荷重 ：鉛直荷重のうち本体の重量及び本体上の土砂荷重に設計震度を乗

じて地震による水平力とする。地震時の設計水平震度は NIA の

設計基準となっている 0.14 を用いるものとする。 
・揚圧力 ：揚圧力は図 3-14 のとおりとする。 

 
 

土圧 

土圧 

水圧 

水圧 

揚圧力 

地震時

慣性力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-14  床止め工本体に作用する力 
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(iii) 安定計算検討ケース 

床止め工の安定計算は計画規模洪水時のみを対象として検討を行うだけでは不十

分で、上下流河道の水位関係から危険となる状態を想定し次の 4 ケース(表 3-13 参照)
について行う。 

 
表 3-13 安定計算検討ケース 

水位条件 
検討ケース 

上流 下流 
安全率の 割増し 

① 常時 EL.9.00 m EL.7.00 m 0 % 

② 地震時 EL.8.40 m EL.7.00 m 50 % 

③ 洪水時 EL.14.10 m EL.14.10 m 0 % 

④ 施工時 EL.9.00 m EL.6.00 m 0 % 

 

(iv) 護床工の安定計算 

護床工（コンクリートブロックを用いる）は流水による流体力によって滑動や移動

を起こさないよう十分な重量を持たせる必要がある。コンクリートブロックの必要重

量の算定方法は“河川砂防技術基準(案)”に示されている「滑動・転倒 – 層積モデル」

を参照する。その方法は次のとおりである。 

6

2

3
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�

�
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b
wb

aW w  

ここに、 
W  ：ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ１個当りの重量 (tf) 
ρW ：水の密度 (t/m3) 
ρｂ ：ｺﾝｸﾘｰﾄの密度 (t/m3) 
ｇ  ：重力加速度 (=9.80 m/s2) 
Vｄ ：代表流速 (m/s) 
β,a ：水理実験から求められた係数（表 3-14 参照） 
 
 

表 3-14  異型コンクリートブロックの係数 aとβ 

ブロック種別 模型ブロックの比重 a β 

対称突起型 ρb/ρw = 2.22 1.20 1.5 

平面型 ρb/ρw = 2.03 0.54 2.0 

三角錘型 ρb/ρw = 2.35 0.83 1.4 

三点支持型 ρb/ρw = 2.25 0.45 2.3 

長方形型 ρb/ρw = 2.09 0.79 2.8 
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3-3-3 基本設計 

前述した基本方針にもとづいて決定した改修・補修を実施する各施設の全体配置図を図

3-15 に、ダム本体から水叩き下流に至る河道の縦断形状と流れの形態を図 3-1 の“流れの

形態、改修後”に示す。図に示した各施設に関する基本設計の検討内容を以下に記す。 

床止め工 

(1) 基本条件の検討 

(a) 構造形式の検討 

本床止め工の目的は、河床の洗掘または低下を防止し、既設の水叩き及びダム本体の

安定維持を図ることである。具体的には、床止め本体工により既存 2 段目水叩きの高さ

を維持するとともに、水叩き工により跳水を生じさせて上流からの流水の減勢を図る。

さらに、下流の護床工によって水叩きを通過する流水の乱れを整流することで、下流河

道の局所洗掘を防止し、本体工と水叩きを保護することである。 

なお、魚道については現アンガット川灌漑用調整ダムにこれが設置されていないので、

本床止め工の設計においても魚道の設置は行わない。しかし、ダム周辺河道にはティラ

ピア、なまず、えび、貝等が多く生息しているので、床止め工の設計にあたっては魚貝

類の生息空間に配慮する。 

上記の目的に合う床止め工として、次の 4 つの構造形式を設定した（図 3-16 を参照

のこと）。 

Ａ案 ：直壁構造タイプ 

Ｂ案 ：エンドシル付き直壁構造タイプ 

Ｃ案 ：多段構造タイプ 

Ｄ案 ：粗石付緩傾斜面構造タイプ 

これら 4 案に対して、治水性、経済性、施工性、環境への配慮、維持管理のしやすさ

についての比較検討を表 3-15 のとおり行った。 

この結果、4 案の中で最も施工コストが安価で、水理・構造特性に優れ、しかも竣工

後の維持管理が最も容易となる、Ａ案の直壁構造タイプを本床止め工タイプとして採用

する。 
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本直壁タイプ床止め工は、表 3-16 のような各構造コンポーネントからなっている。 
 

表 3-16  本直壁タイプ床止め工の各構造コンポーネント 

 本体工 （落差のある本体部） 
 水叩き工 （越流水の落下から跳水終了地点までの区間） 

護床工 （水叩き下流側の整流区間） 
直壁タイプ床止め工 

遮水工 （本体及び水叩き工の直下に打設する鋼矢板） 
 側壁護岸 （本体、水叩き及び護床工の両サイドの擁壁） 
 天端工 （本体工及び取付擁壁の天端部ｺﾝｸﾘｰﾄ床版） 

 

(b) 主要構造諸元の検討 

i) 床止め工の平面線形と床止め工本体の位置 

新設床止め工の横断軸は、既設の水叩き工の線形と平行に設定し、ダムを越流した

水が水叩き全幅にわたって均等にしかも最も効率よく下流河道に至るようにする。こ

の形状は、現況の河道形状を維持する上で最も有効な形状であり、また治水上の支障

が最も少なく、工費が安くなる。 

床止め工本体の位置が 2 段目水叩きの既存エンドシルに近すぎた場合、流水の落下

エネルギーが増大し、結果的に床止め工の構造規模が大きくなり不経済となる。これ

を避けるために、床止め本体の位置はできるだけエンドシルから離して設置すべきで

ある。現況河床の縦断形状と地盤条件を検討し、床止め本体の位置を約 8.0 m 離した

下流側に置くものとする。 

右岸側導流堤の平面線形は用地上の制約条件により、現況法線と同様とする。従っ

て、床止め工の右岸側側壁護岸の線形も導流堤線形と平行に設定する。 

ii) 床止め工の落差と水叩き部の横断形状 

本床止め工より下流の維持すべき河床高は EL.6.00 m であるので、水叩きと護床工

の表面高もこれに合わせて EL.6.00 m（レベル）とする。一方、上流側 2 段目水叩き

表面高は EL.9.00 m であるので、本床止め工の落差は、 

EL.9.00 m – EL.6.00 m = 3.0 m  

となる。この落差はラバーゲート No.2、3、4、5 の下流に位置する中央部（みお筋

部）に適用するものとする。 

これより左岸と右岸側にある河床は中央部（みお筋部）河床より高さが 1.0 m 以上

も高くなっているので、なるべく水叩きと護床工の高さを現況の最深河床に合わせる

ものとし、表面高を EL.7.0 m とする。また、左岸側河床には軟岩が露出しているた

め、河床の掘削は最小限に留めることが工事費の縮減上、得策である。以上のことよ

り左右岸側の床止め工の落差は 2.0 m とする。 
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以上より、床止め工水叩き部の横断形状を図 3-17 のように計画する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

▼　EL. 6.00m
▼　EL. 7.00m

▽　L.W .L

▽　EL. 9.00m ▽　EL. 9.00m

3
.0

ｍ

2
.0
ｍ

右岸部 64 m左岸部 105 m 中央部 291 m 

6.0 m6.0 m

床止め工天端ライン 

側壁護岸 現況最深河床 水叩き床版 
岩盤ライン 

 

図 3-17  床止め工水叩き部の横断形状 

 

iii) 天端幅 

床止め工の天端幅は、流出土砂の衝撃に耐えるとともに、通過する砂礫による摩耗

にも耐えるような幅とする必要がある。本床止め工付近の河床材料は礫及び砂混じり

の砂利であるが、常時は調整ダムにより上流からの土砂の流出が大幅に制限されてい

る。しかし、洪水時にはゲートからの放流により土砂を含んだ水が流出し、非洪水時

においても土砂吐ゲートから土砂が流出して床止め工を通過する。また 1 段目と 2 段

目水叩き上の流れは射流状態であり、この流れが最下流に位置する本床止め工を通過

する。前述したように本床止め工の構造形式は重力式の直壁タイプであるが、この床

止め工天端幅は上記の状況を考慮して 1.0 m とする。 

iv) 水叩き長の検討 

水叩きは本体を越流する水や転石による河床洗掘の防止及び越流水の減勢を行う

ために設けるものである。確実な減勢を行うためには水叩きは十分な長さをとり、こ

の区間で跳水を発生させることが必要である。 

 

直壁構造タイプ床止め工の水叩き長（Ｌ）は次式により求める（図 3-18 参照）。 

Ｌ = Ｌ1 + Ｌ2 + Ｌ3 

ここに、 

Ｌ1 ：越流落下区間 

Ｌ2 ：落下後から跳水発生までの射流で流下する区間 

Ｌ3 ：跳水発生区間 
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図 3-18  水叩き長 

 

(2) 水叩き長の検討 

中央部水叩き 

(a) Ｌ1の計算 

この区間は越流する水や転石による影響を最も受けやすいので、コンクリート構造と

する。区間長は次に示す RAND の式により求める。 

Ｌ1 / d = 4.3 * (hc / d)0.81 

ここで、 

Ｌ1 :越流落下区間長 (m), d :落差高 (m), hc :堤頂における限界水深 

d = 3.0 m, 設計洪水流量が 3,300 m3/s のときの hc = 1.666 m を上式に代入して、Ｌ

1 = 8.01 m (まるめて 8.1 m) となる。 

(b) Ｌ2の計算 

露出射流区間の長さＬ2は不等流の微分方程式を積分した次式による。 
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� / / / /  

ここで、 

n ：粗度係数（0.03 を採用） 

α ：流速分布に関する補正係数（1.1 とする） 

h0 ：落差工付根における水深（m） 

g ：重力加速度（9.8 m2/s） 

h1 ：跳水の上流側の共役水深（m） 
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hm ：下流河道の水深（m） 

q ：単位幅あたりの流量（m3/s） 

(c) Ｌ3の計算 

跳水の発生区間（Ｌ3）は 6・(hm – h1)として求める。 

(d) 下流河道の水深の設定 

ダムを越流した水が水叩き区間に達したときの河道の水深は、次のような仮定により

算定する。 

i) ケース 1 

水叩き区間の河道を幅 490 m の矩形断面と仮定し、河床勾配を現況河床縦断を参

考に 1/1000、河道の粗度係数を 0.03 として等流計算により水深を計算する。 

ii) ケース 2 

現況の河道断面を用いて下流から不等流計算を行い水叩き区間の水位を計算する。 

(e) 水深と水叩き長の決定 

i)  hj = hm の場合 

この場合、跳水は落差工本体付根部から発生するので、Ｌ2 はゼロとなり、     
Ｌ = Ｌ1 + Ｌ3 である。 

ii)  hj > hm の場合 

跳水が発生する位置が下流へ移動するために、この分水叩きを長くする必要があり、

Ｌ = Ｌ1 + Ｌ2 + Ｌ3 となる。 

iii)  hj < hm の場合 

潜り跳水となるため、河床上で噴流が走る可能性がある。通常は護床工による整流

効果で対策が可能と考えられる。よって、Ｌ = Ｌ1となる。 

上記の方法と与えられた水理条件を用いて両ケースの場合の水叩き長を算定した。

その結果を図 3-19 と図 3-20 に示し、概要を表 3-17 にまとめた。 
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表 3-17  水叩き長の算定（中央部） 

条件と検討項目 ケース１ ケース２ 

本体工落差 3.0 m 

設計流量 3,300 m3/s 

越流時の限界水深 1.666 m 

下流水深 3.06 m 7.72 m 

流れの形態 hj > hm  形態Ａ hj < hm 形態Ｃ、Ｄ 

L1 8.1 m 8.1 m 

L2 9.7 m 0.0 m 水叩き長 

L3 13.7 m 18.0 m 

水叩き全長 32 m 27 m 

 
 

これらの図からわかるように（ケース １）では共役水深(hj）と下流河道水深(hm）

の関係が hj ＞ hm となっているので流れは形態Ａとなり、落差工付根部から露出射

流が発生し、Ｌ2だけ下がったところで跳水が発生する。設計流量 3,300 m3/s が流れ

るときの水叩き全長（Ｌ）は 32.0 m となる。 

一方、（ケース ２）では不等流計算で求めた水位(hm）と(hj）の関係が hj ＜ hm  と
なっているので流れは形態Ｃまたは形態Ｄとなる。このケースで求めた水叩き全長

（Ｌ）は 27 m である。 

両ケースの水叩き長を比較すると、（ケース１）の方が長くなるので水叩き全長(Ｌ)
は 32.0 m とする。 

なお、流れの形態がＡのとき、流量と水叩き長（Ｌ）の関係を表すと図 3-21 のよ

うになる。 
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左岸・右岸部水叩き 

左岸・右岸部水叩きについても、水叩き長を検討した。水理条件及び計算結果を表 3-18
に示す。 

 
表 3-18  水叩き長の算定（左右岸部） 

条件と検討項目 条件・結果 備考 
本体工落差 2.0 m  
設計流量 3,300 m3/s  
越流時の限界水深 1.666 m 床止め天端地点の限界水深 
下流水深 3.06 m ケース１の場合の水深と同じ 
流れの形態 hj > hm 

hj = hm 
hj < hm 

Q=0～3,300 のとき形態 Ａ 
Q=3,200 のとき形態 Ｂ 
Q>3,200 のとき形態Ｃ 

L1 7.5 m RAND の式より算定 
L2 0.0 m 水叩き長 
L3 13.6 m 

hj は hm とほぼ等しいので、 L2 はゼ

ロとし、L3 を考慮する。 
水叩き全長 22 m (32 m) (中央部の水叩き長に合わせる) 

 

左・右岸水叩きの幅は中央部の幅と比べて 30 % 以下の大きさであり、水叩き上の流れ

の形態は中央部の流れに大きく影響されると考えられる。この点を考慮し、左・右岸部の

水叩きの長さは中央部水叩きの長さに合せ、32 m とする。 

(3) 水叩き工と護床工の関係 

(a) 水叩き工の構成 

水叩き工の長さは跳水の検討をとおして図 3-22 のとおり決定した。本水叩き工は図

にあるように、床止め工本体水叩き部（AP1）、コンクリート床版部（AP2）およびコ

ンクリートブロック部（AP3）の３つからなっている。水叩き構造を３つの形式に分け

た理由は、次のとおりである。 

i) 屈撓性のあるコンクリートブロックを下流側に配置しておけば、将来水叩き下流

の河床が低下したとしてもこれに追随し、床止め本体工への影響は少ない。 

ii) 2 段目水叩き直下流の河床ラインが局所洗掘により下図のように急に下がってい

るため、水叩き工は河床の切土部と盛土部の両方にまたがって設けることになる。特

性の異なった地盤の上に連続してコンクリート床版を設けることは、ひび割れやクラ

ックの発生等、構造上問題があるのでこれを避けるため、水叩きを３つに分け独立構

造とした。 
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図 3-22  水叩き工の長さと跳水の検討 

 
 

(b) 護床工の施工延長 

護床工は水叩き工通過後の流水の乱れを整流して下流河道の局所洗掘を防止し、本体

及び水叩きを保護するために設置する。また、下流河道の河床変動に追随できるよう屈

撓性構造とする。 

日本国内での護床工に関する調査研究によれば、河床材料によって異なってくるが、

年平均最大水深の 5～7 倍の護床工長さがあれば護床工としての機能が維持されている

ようである。アンガット川調整ダム直下流の河床材料は玉石を含む砂礫が中心となって

いるので、年平均最大水深の 5 倍程度あれば十分護床工の効果が発揮されると考えられ

る。これまでの水位・流量観測データによれば年平均の最大流量はおよそ 1,000 m3/s で
あり、このときの水深は約 5.0 m である。よって、護床工の施工延長は 5.0 m  x  5 
= 25 m とする。 

(c) 遮水工 

本床止め工は透水性の高い砂礫地盤の上に設けられるため、上下流河道の水位差の水

頭によって構造物と地盤との間に浸透路ができ、パイピングが発生する可能性がある。

これを防止するために床止め本体工底面の上下流端に遮水矢板を打設する。遮水工の根

入れ長は、次式（レインの式）のほか、本体工に作用する揚圧力に対する安定や滑動、

転倒等の安定計算等から総合的に検討して決定する。 
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ここで、Ｃはクリープ比（“基本設計計画の設計条件の検討”を参照）、Ｌは床止め本

体工の長さ(m)、Σl は鉛直方向浸透経路長(m)、ΔＨは上下流河道の水位差(m)である。 

パイピング、揚圧力その他の安定検討結果は“(3)の構造設計“に紹介した。総合的検

討の結果、遮水矢板の長さは、上流端部で 4.5 m、下流端部で 3.0 m とするのが適当で

あるといえる。 

なお、遮水矢板の打設範囲は、床止め工本体部（水叩きを一部含む）の上下流端と側

壁護岸底面の前面側である。 
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(4) 構造設計 

(a) 床止め工の安定計算 

水理設計により決定した床止め工の水理基本諸元（落差高、天端幅と水叩き長、表 
3-19 参照）をもとに床止め工の構造形状・諸元を設定し、パイピング、揚圧力、すべり、

転倒および地盤支持力に対する安定計算を行う。床止め工の部材の厚さと遮水矢板の長

さはこれらすべての安定条件を満足するように決定する。  

 
表 3-19  床止め工の水理基本諸元 

 中央部 右岸部 左岸部 

構造タイプ 重力式直壁タイプ 同左 同左 

床止め工本体 

落差高 

幅（流水直角方向） 

長さ（流水方向、一部水叩 

きを含む） 

天端幅 

 

3.0 m 

 

14.0 m 

 

1.0 m 

 

2.0 m 

 

同左 

 

同左 

 

2.0 m 

 

同左 

 

同左 

水叩き工総延長 32.0 m 32.0 m 32.0 m 

護床工延長 25.0 m 同左 同左 

遮水方法 

上流側と下流側の

2 列に鋼矢板を打

設 

同左 同左 

 

(i) 床止め工本体中央部の安定計算 

床止め工の検討断面を図 3-23 のとおり設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1
,
2
0
0

4,000 10,000 7,000

F L O W

3
,
0
0
0

1
,
5
0
0

8
0
0

12,800600 600

4
,
8
0
0

1  : 1 .0

EL 6.00 m

SSP Type II,L=4.5m

SSP Type II,L=3.0m

床止め本体 

水叩き区間 

1,000 

7,000

図 3-23  床止め工縦横断面図（中央部） 
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次に、安定計算に適用する水理条件を表 3-20 に示す。 
 

表 3-20  安定計算における水理条件 

ケース 
条件 常時 地震時 洪水時 施工直後 

流れの形態 乾期低水時 乾期低水時 設計洪水時 表面流なし 
流量 2 m3/s 2 m3/s 3,300 m3/s ゼロ 
上流側水位 EL.9.00 m EL.8.40 m EL.14.10 m EL.9.00 m 
下流側水位 EL.7.00 m EL.7.00 m EL.14.10 m EL.6.00 m 
水位差 2.0 m 1.4 m 0 m 3.0 m 

 

安定計算結果を表 3-21～3-25 に示す。 
 

表 3-21  パイピングに対する安定性 

遮水矢板の根入れ長   
 
 
ケース 

上流側 
(m) 

下流側 
(m) R

L
l

H
�

� �

3
�

 
クリープ比 

Ｃ 判定 

常時 4.5  3.0  13.03 4 (細砂利) R > C -- OK 
地震時 4.5  3.0  18.62 4 (細砂利) R > C -- OK 
洪水時 4.5  3.0  - *1 4 (細砂利) R > C -- OK 
施工直後 4.5  3.0  8.69 4 (細砂利) R > C -- OK 
*1：上下流河道の水位に差がないので計算の必要性はない。 

 
表 3-22  揚圧力に対する安定性 

 
ケース 

水叩きの厚さ

（m） F= 下向きの力 
上向きの力 

安全率 
(Fa) 判定 

常時 1.50 1.64 4/3 F > Fa -- OK 
地震時 1.50 1.77 4/3 F > Fa -- OK 
洪水時 1.50 1.28 1.20 F > Fa -- OK 
施工直後 1.50 1.73 4/3 F > Fa -- OK 

 
表 3-23  滑動に対する安定性 

 

 

ケース 

ΣV 

(t) 

ΣH 

(t) 
Fs= 

ΣV・Tanφ 

   ΣH 

安全率 

AFs 
判定 

常時 30.013 9.297 1.864 1.50 Fs > Afs -- OK

地震時 33.525 15.350 1.261 1.20 Fs > Afs -- OK

洪水時 38.175 1.797 12.263 1.50 Fs > Afs -- OK

施工直後 28.183 10.797 1.507 1.50 Fs > Afs -- OK
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表 3-24  転倒に対する安定性 

 

ケース 

d=ΣM/ΣV

(m) 

e=B/2-d

(m) 
|e| 

合力の作用

範囲 (m) 
判定 

常時 8.546 -1.546 1.546 B/6 =2.333 |e| < B/6 -- OK 

地震時 8.324 -1.324 1.324 B/3 =4.667 |e| < B/3 -- OK 

洪水時 8.372 -1.371 1.371 B/6 =2.333 |e| < B/6 -- OK 

施工直後 9.059 -2.059 2.059 B/6 =2.333 |e| < B/6 -- OK 

 

 

表 3-25  地盤の支持力に対する安定性 

 

ケース 

�
�

��
�
�

�
�
�

V

B
1

6 e

B
, (t/m2)

地盤の許容支持

力 qa (t/m2) 
判定 

常時 q1=0.72, q2=3.56 20 q1,q2 < qa -- OK 

地震時 q1=1.04, q2=3.75 30 q1,q2 < qa -- OK 

洪水時 q1=1.12, q2=4.33 20 q1,q2 < qa -- OK 

施工直後 q1=0.24, q2=3.79 20 q1,q2 < qa -- OK 

 

以上のとおり、設定した床止め工形状はすべての安定条件を満足するので、これを

床止め工中央部の形状として採用する。 

(ii) 床止め工本体左・右岸部の安定計算 

床止め工の検討断面を図 3-24 のとおり設定した。 
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図 3-24  床止め工縦横断面図（左右岸部） 

算に適用する水理条件を表 3-26 に示す。 
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表 3-26  安定計算における水理条件 

ケース 

条件 

常時 地震時 洪水時 施工直後 

流れの形態 乾期低水時 乾期低水時 設計洪水時 表面流なし 

流量 2 m3/s 2 m3/s 3,300 m3/s ゼロ 

上流側水位 EL.9.00 m EL.8.40 m EL.14.10 m EL.9.00 m 

下流側水位 EL.7.00 m EL.7.00 m EL.14.10 m EL.7.00 m 

水位差 2.0 m 1.4 m 0 m 2.0 m 

 

安定計算結果を表 3-27～3-31 に示す。 
 

表 3-27  パイピングに対する安定性 

遮水矢板の根入れ長  

 

ケース 
上流側 

(m) 

下流側 

(m) R

L
l

H
�

� �

3
�

クリープ比 

Ｃ 
判定 

常時 4.5 3.0 12.13 4 (細砂利) R > C -- OK 

地震時 4.5 3.0 17.33 4 (細砂利) R > C -- OK 

洪水時 4.5 3.0 - *1 4 (細砂利) R > C -- OK 

施工直後 4.5 3.0 12.13 4 (細砂利) R > C -- OK 

*1：上下流河道の水位に差がないので計算の必要性はない。 

 
 

表 3-28  揚圧力に対する安定性 

 

ケース 

水叩きの厚

さ（m） 
F=

下向きの力

上向きの力

安全率 

(Fa) 
判定 

常時 1.50 1.65 4/3 F > Fa -- OK 

地震時 1.50 1.89 4/3 F > Fa -- OK 

洪水時 1.50 1.22 1.20 F > Fa -- OK 

施工直後 1.50 1.65 4/3 F > Fa -- OK 

 
 

表 3-29  滑動に対する安定性 

 

 

ケース 

ΣV 

(t) 

ΣH 

(t) 
Fs=

ΣV・Tanφ

ΣH 

安全率 

AFs 
判定 

常時 17.943 5.531 1.873 1.50 Fs > Afs -- OK

地震時 21.463 9.150 1.354 1.20 Fs > Afs -- OK

洪水時 25.89 1.33 11.229 1.50 Fs > Afs -- OK

施工直後 17.943 5.531 1.873 1.50 Fs > Afs -- OK

 
 

表 3-30  転倒に対する安定性 

 

ケース 

d=ΣM/ΣV

(m) 

e=B/2-d

(m) 
|e| 

合力の作用

範囲 (m) 
判定 

常時 8.900 -1.900 1.900 B/6 =2.333 |e| < B/6 -- OK

地震時 8.686 -1.686 1.686 B/3 =4.667 |e| < B/3 -- OK

洪水時 8.175 -1.175 1.175 B/6 =2.333 |e| < B/6 -- OK

施工直後 8.900 -1.900 1.900 B/6 =2.333 |e| < B/6 -- OK
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表 3-31  地盤の支持力に対する安定性 

 

ケース 

�
�

��
�
�

�
�
�

V

B
1

6 e

B
, (t/m2)

地盤の許容支持

力 qa (t/m2) 
判定 

常時 q1=0.24, q2=2.32 20 q1,q2 < qa -- OK 

地震時 q1=0.43, q2=2.64 30 q1,q2 < qa -- OK 

洪水時 q1=0.92, q2=2.78 20 q1,q2 < qa -- OK 

施工直後 q1=0.24, q2=2.32 20 q1,q2 < qa -- OK 

 

以上のとおり、設定した床止め工形状はすべての安定条件を満足するので、これを

床止め工左右岸部の形状として採用する。 

(b) 床止め本体工の構造 

床止め本体工の構造細目は次のとおりである。 

 

項 目 構 造 細 目 

1.本体構造 流水や地盤の変形による本体と水叩き部のひび割れや

クラックの発生を防止するため、床止め本体と水叩きを

一体とした鉄筋コンクリート構造とする。 

2.基礎 床土め工支持地盤はＮ値が 30 以上の締まった砂礫層で

あり、十分な地耐力が得られるので、基礎形式は直接基

礎とする。 

3.配筋 配筋は安定計算で用いた作用外力を用いて応力計算を

行って決定する。 

4.継手 基礎地盤は締まった砂礫層であるので、床止め工の継手

間隔は 20 m を標準とする。継手は水密でかつ不等沈下

にも対応できる構造とする。このために、継手はダウェ

ルバー方式とし、可とう性の止水板と目地材を挿入す

る。なお、本体擁壁部はひび割れ・クラックに対する安

全を考慮し、継手の中間地点に止水板付きの誘発目地を

設ける。 

 

(c) 水叩きコンクリートブロックの安定 

コンクリートブロックを、跳水の発生する下流側水叩き床版の下流に設置面を平らに

して規則的に並べる。コンクリートの形状と重さは作用する流体力に対してブロックが

滑動や転倒を起こさないよう配慮して決定する。安定計算手法は“3.3.2 基本設計計画”

において示したとおりである。 
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使用するコンクリートブロックは平面形状が正方形で厚みを持ったものとし、その重

量は跳水区間の代表流速として v=5.4 m/s を用いて算定する。計算条件と結果を表 3-32
に示す。 

 
表 3-32  コンクリートブロックの安定計算条件と結果 

計算条件   

 - 水の密度 (t/m3) ρ・W 1.0 

 - コンクリートの密度 (t/m3) ρ・b 2.35 

 - 重力加速度 (m/s2) g 9.8 

 - 代表流速 (m/s) v 5.4 

α 0.54 平面型 
 - コンクリートブロックの係数

β 1.8 平面型 

計算結果 
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コンクリートブロックはフックとシャックルからなる連結金具により確実に連結し、

ブロック全体で流水力に抵抗出来るようにする。また、コンクリートブロックの上に高

流速の流水が走る可能性が高いので、ブロックの下から河床材料のうち細粒土砂が吸出

されるのを防止するために、砕石を敷きさらにその下に吸出し防止マットを敷設する。

使用するコンクリートブロックの一般形状を図 3-25 に示す。 
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図 3-25  コンクリートブロックの形状 

 

(d) 護床工 

護床工の機能は、① 安定した河床面を形成する、② 水叩きの下流に設け、流水を減

勢・整流して下流河道の河床材料に適した流速に調節する、③ コンクリート構造物と

下流一般河道の接続部は粗度の大きな異なりにより、流れが乱され河床が洗掘されやす

いので、両者の中間的な粗度を持たせ流れの乱れを軽減する、ことである。 
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これらの目的のため、一般には粗朶沈床、木工沈床、コンクリート床版、十字コンク

リートブロック、異形ブロック、捨石等が用いられる。等現場では、跳水後の流水の強

さ、河床を構成する材料の粗度、将来の河床低下への対応、維持管理、材料の入手の容

易性などを考慮して、図 3-26 に示すような十字形コンクリートブロックを使用する。

この護床ブロックの表面は計画河床面を形成するものであるため、河床面は適度な粗度

を持ち、かつ平坦に平坦に仕上げるころが重要である。また、河床材料の細粒分が流水

の作用によって吸い出されないようにブロックとブロックの間の空間部は玉石で詰め

ると同時に、ブロックの下には砕石と吸出し防止材を敷くものとする。 

コンクリートブロックは、流水に対して転倒や滑動を起こさないよう十分重量を持っ

たものとして設計する。重量の算定は、設計流量が流れるときの流速 v=2.2 m/s を用い

て、表 3-33 のように求める。さらに、間詰め石は流水の掃流力に対して十分抵抗でき

るよう、径が 10 cm 以上の玉石を用いる。 

 
表 3-33  護床ブロックの安定計算条件と結果 

計算条件   
 - 水の密度 (t/m3) ρ・W 1.0 
 - コンクリートの密度 (t/m3) ρ・b 2.35 
 - 重力加速度 (m/s2) g 9.8 
 - 代表流速 (m/s) v 2.2 

α 0.54 平面型  - コンクリートブロックの係数 
β 1.0  *1 

計算結果 
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β=1.0 とする。 
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図 3-26  護床ブロックの形状 
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(e) 護床工下流の河床保護 

護床工下流の深掘れ部には、周辺部で取れる河床材料（細砂から礫までが混合した土

砂）を投入し、締め固めと・転圧によって河床を EL.6.00 m まで埋戻しする。この埋戻

し部の表面は、保護をしないと土砂の中の細粒分が流水の掃流力によって洗い流される

恐れがある。よって、埋戻し範囲の表面には周辺の河床材よりも粒径の大きい礫や玉石

を敷詰めて河床材料の移動を防止するものとする（図 3-27 を参照）。材料としては、既

設の護床工に用いられているふとん籠の詰石材を再利用する。 

 玉石敷並べ 

3
00

20
0

現況河床ライン 
河床材料 

砂利敷き 
 

 

 

 

 

図 3-27  護床工下流の河床保護工 

 

(f) 側壁護岸 

本床止め工の左河岸には法勾配 1:1.5 の練石張による河岸防護工が、右岸には法勾配

1:2.0 の導流堤がある。これらの既設構造物と本床止め工との接合部は流れが集中した

り乱流が発生し、河岸や堤脚部に侵食が生じる可能性が大きい。よって、この対策とし

て強固な側壁護岸を設ける必要がある。 

この接合部は既設護岸工の基礎高と水叩き表面の間に 2.0 m の落差があり、しかも流

水力が大きいので、側壁護岸の構造形式として鉄筋コンクリート造の擁壁タイプ（Ｌ型

又はＴ型）とコンクリート重力式タイプが考えられる。２つのタイプを比較して経済的

に有利で、しかも施工性に優れている鉄筋コンクリートＬ型擁壁タイプを採用する。 

平面形状 

右岸側の側壁護岸は導流堤法線に平行とし、導流堤脚部からの離れを 8.0 m とる。

この 8.0 m の平場は維持管理用通路として用いるものとし、表面をコンクリートスラ

ブで保護する。側壁護岸の施工延長は床止め工上流端から導流堤の最下流端までの

85.0 m および摺り付け区間 23.0 m の合わせて 108.0 m とする。 

左岸側では、下流の河川敷から２段目水叩き部へのアクセスのため、既設護岸と床

止め工の間に幅 14.0 m の維持管理用通路を設ける。よって、側壁護岸はこの通路と
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床止め工の結合部に設ける擁壁となる。擁壁の平面線形はほぼ既設の護岸の基礎工と

平行とし、下流端は護床工の下流端部に合わせる。 

側壁護岸の構造 

本側壁護岸は右岸側では導流堤の機能維持を図り、左岸側では河岸を保護するとい

う重要な役割があるために、側壁護岸の構造は床止め工と分離した自立構造とする。

また、床止め工本体および水叩きと側壁護岸との接合部は、図 3-28 のように絶縁し、

擁壁の基礎は水叩きや護床工の底面より 1.0 m 低い位置に設ける。 

さらに、床止め本体の左右岸端部は床止め工上下流の水位差により発生する地盤内

浸透水が横方向から回り込んでパイピングを発生させようとする。これを防止するた

めに、側壁護岸の底版に遮水矢板を打込むものとする。この矢板は床止め本体の遮水

矢板と未着させる。だだし、左岸側では岩盤が河床付近まででているので、この範囲

は遮水矢板は打込まない。 

擁壁背後の維持管理用通路はコンクリートスラブで被覆して流水による河床面の

侵食を防止する。 
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図 3-28  床止め工端部側壁護岸の構造 
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既存水叩きと減勢工 

(1) 減勢工の設置目的 

本減勢工の目的は、i) 水叩きの上を流れる高速の露出射流のエネルギーを減じ、下流部

の河床に与える水理的影響を軽減する、ii) 水叩きコンクリート表面に発生するキャビテ

ーションや摩耗による侵食作用を抑制する及び、iii) ゲートを越流した水の流れを水叩き

の範囲内で分散させ、できる限り河道全幅にわたる均等な流れを作り出すことである。 

その方法として大きく次の 2 つが考えられる。 

① 水叩きの上にエンドシルを設けて水辱池化する。 

② 水叩きの上にバッフルピアを取り付けたり、重量のある減勢ブロックを置く。 

① の方法は目的の i)、ii)、iii)のすべてに対して効果を発揮するが、② の方法は ii)、iii)
に対する効果が少ない。施工費については両者の間にあまり大きな差はない。よって、本

事業では流水の減勢効果と流れの集中化を抑制する効果の大きい①の方法を採用する。 

(2) １段目水辱池の検討 

(a) 範囲 

水辱池の範囲は、洪水吐ゲート No.1 から No.6 の下流部で、幅（流水直角方向）495.4 
m、長さ（流水方向）31.5 m（左岸）37.1 m（右岸）である。左右岸の土砂吐ゲート

下流の通水区間は、ゲートから排出した土砂を下流河道に直接流す必要があるため水

辱池に含めない。 

(b) エンドシルの高さと水辱池の長さ 

(i) エンドシルの高さ(H2) 

エンドシルの高さは高すぎると洪水時の流水の障害となると同時に、２段目水叩

きへの落下エネルギーを増大させることになる。また、低すぎた場合は越流水の減

勢効果及び分散効果が小さくなる。 

“河川砂防技術基準”によると砂防ダムにおける副ダム（エンドシル）の高さ（H2）
は次式により算定できる。 

H2 = (1/3～1/4)・H1、 ここで、H1 はダム（堰）の高さ 

越流水深を含めないダム高は 3.0 mであるので上式を用いると、H2は 0.75～1.00 
m と求まる。次に、流下断面の中にエンドシルを置き、設計洪水時における河道水

位を計算すると、H2 が 0.8 m 以下であれば水位はラバーゲートの敷高 EL.15.00 m
よりも低くなり、ラバーゲートへの影響がないことがわかる。よって、エンドシル
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の高さは 0.80 m とする。 

(ii) 水辱池の長さ(L) 

図 3-28 はダムからの越流量(Q)と水辱池の範囲内で跳水が終了する長さ(L2+L3)
の関係を求めたものである。図から越流量(Q)が大きくなればなるほど(L2+L3)が増

大することがわかる。しかし、エンドシルの位置が１段目水叩きの下流端に近づけ

ば、2 段目水叩きへの落下エネルギーを増大させることになるため、好ましくない。 

そこで、2 段目水叩きへの影響を抑えるためにエンドシルの位置を水叩き下流端

から 16 m 上流側に置いた。この場合、2,200 m3/s までの流量であれば水辱池内で

跳水が終了する。これよりも大きな流量の場合には 100%の減勢効果は得られない

が、それでもかなり大きな減勢効果があることがわかる。以上より、水溽池の長さ

（L）はダム堤体下流端から 30 m の長さとする。 
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(c) 構造 

エンドシル設置位置の既存の水叩き床版を撤去し、地盤を締固めたあとに独立した

鉄筋コンクリート造のエンドシルを築造する。エンドシルは作用する流水力に対し十

分抵抗できるよう独立構造として設計する。図 3-30 に、エンドシルの構造を示す。 
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ければ、満水状態から約 13時間
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るために、2 段目水叩きを全幅

置と高さ 

きの下流端部には高さが 0.3 m
る。新設床止め工はこの既存エ

を水辱池とする場合、流水の減

段目水叩きの構造を勘案し、エ

とする。よって、水辱池の長さ

さは関係式 H2 = (1/3～1/4)・H
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内の水の循環を
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矩形断面で、7 ヶ

で池内の水が排
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吐ゲートと土砂

にわたって水辱

のエンドシルが

ンドシルから約

勢効果、下流水

ンドシルは既存

は 25.0 m となる

1 を用いると 0
既存水叩き床版

フーチン
促進し、さらに量的

口は乾期には池内の

清掃や維持管理を容

所設ける。ゲートか

出可能である。また、

進入通路を設ける。 

吐ゲートの両方から

池にする。 

あり、この下に鋼矢

8.0 m 下流に設けら

叩きへの落下水の影

のエンドシルと同じ

。 

.75 m～1.0 m となる



が、あまり高く設定しすぎると新設床止め工の水叩きへの落下エネルギーを増大させ

ることになり、好ましくない。水辱池の長さとエンドシルから床土め工までの離れを

勘案すると 0.6 m が妥当である。 

図 3-31 は 1 段目水叩きからの越流水量と水辱池内の跳水の発生位置について計算

したものである。水辱池が無い場合には、1 段目水叩きを越流した水は露出射流状態で

下流の床止め工まで達するが、水辱池があるために流水エネルギーが減殺されて下流

床止め工に落下するようになる。 
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(c) 構造 

エンドシルの構造は図 3-32 のとおりである。 
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水口(開口部)を設
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、満水状態から約

のために、エンド

らの湧水について

によりダム上下

水量は減少する

定し、水辱池を設

る。 

検討を現況と水

を比較する。パ

ダム本体には 3
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るいは全部が損傷

叩きの状態を図

ピングの検討を
既存水叩き床版
目水叩きエンドシルの構造 

けて水辱池内の水量の自然調節を行う。排水口の形

で、エンドシルに 7 ヶ所設ける。ゲートからの水

20 時間で池内の水が排出可能である。また、池内

シルをまたいで幅 4.0 m の進入通路を左岸側に設

 

流の水頭差が小さくなり、これによって現在発生し

と考えられる。ここで、この湧水現象がパイピング

けることによってパイピング作用の抑制効果がど

辱池完成後の 2 つの場合について行い、パイピング

イピングの検討結果は図 3-33 に示すとおりである。

列の遮水矢板と上流エプロンがあり、パイピングに

きから湧水があるということは、これらの矢板と上

を受けて遮水効果が低下しているということであ

に示すように 10 ケースについて分類し、それぞれ

行った。 
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水位条件は各表の上段に、パイピングに対する安全率（レインの計算値をクリープ比で

除したものとする）は表の右端の列(7)に示す。表より明らかなように、水辱池を設けるこ

とにより下流水位を 80 cm だけ上昇させると、パイピングに対する安全率は 30 % も増

加する。安全率が１を大きく下回るのは 3 列の遮水矢板すべてが機能不全を起こしている

か、または上流エプロンと矢板 2 列分が機能不全を起こしている場合の 2 ケースである。

しかし、この 2 つのケースについては実際に発生している可能性はかなり低いと考えられ

る。よって、この 2 ケースを除外して考えるとパイピングに対する安全率は低いものでも

ほぼ 1.0 となる。よって、水辱池を設けることによりパイピング作用の抑制効果はかなり

大きくなり、パイピング現象はほとんど発生しなくなると考えられる。 

右岸導流堤の改修 

既存導流堤は天端幅 2.0 m、法勾配 1:2.0、天端標高 EL.12.50 m の土堰堤で、法面にふと

ん籠をかけた構造である。現在、流水の作用によって堤体脚部のふとん籠は移動変形を起こ

し、既設コンクリート護岸部との接続部は陥没破壊している。本導流堤背面側は河道の一部

であり、標高が低いため洪水時には水が回り込む状況である。 

このように、既設導流堤は流水の直撃によって侵食を受けやすく、また大洪水の時にオー

バーフローして堤体が破壊される恐れもある。よって、既設導流堤背面の河道部を盛土する

とともに導流堤の天端を嵩上げし、さらに法面にはふとん籠に代えて強度の大きい護岸を施

す。 

(1) 形状及び諸元 

改修する導流堤の形状及び諸元は表 3-34 のとおりとする。 
 

表 3-34  導流堤の形状と諸元 

項 目 諸 元 説 明 

法肩法線 現況の法肩線 導流堤延長は 90 m、下流端部で直角方向に河岸まで巻

き込む。 

天端高 EL.12.50 m 既存の導流堤天端高にあわせた。Q=1,800 m3/s 程度以

上の洪水時に冠水する。冠水頻度は 3 年に１度程度。

天端幅 20 ～ 26 m 既設の導流堤防は 2.0 m であるが、背面の河道の埋戻

しにより、天端幅が増大する。 

法勾配 1 : 2.0 現況と同じ 

導流堤の高さ 3.5 m 天端標高 EL.12.50 m、堤脚部標高 EL.9.00 m であるの

で、高さは 3.5 m となる。 

 

(2) 護岸構造 

導流堤の脚部には高流速の流水が走るため、これに抵抗する護岸構造を採用する必要が

ある。考えられる護岸形式として、コンクリートフェーシング形式や練石張り形式が挙げ

られる。現地には径が 150～200 mm 程度の玉石が豊富にあり、練石張護岸の施工が経済

的に行えること、表面粗度が容易に付けられること、また、見栄えが良いことなどにより、
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護岸形式として練石張形式を採用する。 

本護岸の構造の断面形状を図 3-34 に示すとともに、表 3-35 において説明する。 

 

1 : 2.0

1,0007,000

EL 9.00m

EL 12.500m

3
,5

0
0

（撤去） 
既存ふとん籠 

裏込め砕石 

裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ 

天端ｺﾝｸﾘｰﾄ 
砂利舗装 

練石張り 

基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-34   導流堤護岸の断面図 

 
 

表 3-35  護岸構造 

基礎工 

（法留工） 

法覆工を支持するために基礎コンクリートを打設する。 

基礎工の根入れは 50 cm とする。地盤の支持力は十分であるので直

接基礎とする。 

法覆工 玉石と胴込めコンクリートが一体となる構造とし、剛性と耐久性を

持たせる。護岸背面に残留水圧が作用しないように裏込め砕石を敷

く。練石張工と裏込コンクリートの厚さはそれぞれ、20 cm、10 cm

とする。 

天端工 護岸の法肩部分を洪水や雨水による侵食から保護するために天端工

を設ける。天端工の幅は 1.0 m とする。また、天端工の背後の平場

は砂利舗装する。 

 
 

右岸土砂吐ゲート直下流取付護岸の改築 

既設護岸は法勾配 1:1.5、法長約 12.0 m、厚さ 30 cm のコンクリートフェーシングタイプ

の護岸である。護岸基礎部の標高は EL.12.00 m、天端部の標高は EL.18.75 m で、流水方

向の延長は 33 m である。本護岸は流水の作用による表面コンクリートの剥離やクラックの

発生、および浸透水の流出と流水の吸出し作用による背面地盤の空洞化等、構造上の問題を

抱えているため、全面的に改築する。 

改築の内容は、既設護岸を撤去し、背後地盤のゆるみ個所を処理した後、護岸を新設する。

さらに、洗掘防止および浸透水対策として遮水矢板の打設や、残留水圧を下げるための水抜

きパイプの設置を考慮する。 

(1) 形状・諸元 
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改修護岸の形状・諸元は表 3-36 のとおりとする。 
 

表 3-36   取付護岸の形状・諸元 

項 目 諸 元 説 明 

法肩法線  現況の法肩線に合わせる。 

天端高 EL.18.75 m 現況護岸天端高に合わせる。 

基礎工高 EL.12.00 m 現況水叩き表面高に合わせる。 

法勾配 1 : 1.5 現況と同じ 

施工延長 33 m 現況と同じ 

 

(2) 護岸構造 

土砂吐ゲートから放流した高速流の流水が護岸法尻部および法面に作用するので、護岸

はこれに十分抵抗できるコンクリート造の強固な構造とする。また、護岸背後地盤からの

地下水の流出に対しては、吸出し防止を施して水抜きパイプを設ける。基礎部の洗掘防止

および地下水の流出に対しては、基礎工の下に遮水矢板を打込む。なお、既設護岸には階

段が設置されているので、改修にあたっては階段を同じ場所に設置する。また、護岸天端

には落下防止のため鋼製の柵を設ける。 

表 3-37 において護岸の構造を説明し、護岸断面を図 3-35 に示す。 

 
表 3-37  取付護岸の構造 

基礎工 

遮水矢板 

法覆工を支持するために基礎コンクリートを打設する。 

地盤の支持力は十分であるので直接基礎とする。 

基礎工の下に浸透流の動きを止めるために遮水矢板を打つ。 

法覆工 剛性と耐久性を持たせるため、厚さ 30 cm のコンクリートスラブを裏

込め砕石の上に打設する。コンクリートスラブにはひび割れ防止のた

めの鉄筋を配置する。護岸背面に作用する残留水圧を軽減するために

吸出し防止材を施して水抜きパイプを設置する。 

天端工 既存のコンクリートスラブを壊した後で再度天端コンクリートを打

ち、既存スラブと結合する。 

階段工 本護岸の下流部に幅 1.0 m のコンクリートの階段を設ける。 

転落防止柵 鋼製パイプ式の柵を設ける。柵の高さは 1.1 m とする。 
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図 3-35   取付護岸の断面図 

 

水叩き下部の空洞化及びゆるみ地盤の処理 

(1) 処理範囲 

地下レーダー調査による水叩き基礎地盤のゆるみ・空洞化の判定結果は図 2-23 に示し

たとおりであり、また各試験ピットにおける水叩きコンクリートと底面地盤の密着状況、

地盤の土質性状及び現場密度試験結果は表 2-38 に整理してある。 

これらの結果を基に、水叩き下部の空洞化及びゆるみ地盤の処理に関し、次のように対

処する。 

① ピット(P2)を含む第 2 洪水吐ゲート下流でエンドシル付近の幅 55 m（横断方向）,
長さ 5 m（縦断方向）のエリアに対して、水叩き直下の空洞を土やモルタル等で充

填するとともに、ゆるんだ地盤を改良する。 

理由 

ピット掘削による基礎地盤の目視観察において、水叩きコンクリートの下に

厚みが 20～30 cm の空洞が存在する。これを放置すれば地下水の変動に伴う

土粒子の移動によって空洞領域が拡大し、水叩き床版にクラックが入りさら

には陥没する可能性がある。 

��

�� 空洞に露出した地盤面は、玉石および礫が積み重なった状態であり、礫間に

は砂質土が存在するもののかなり空隙の多い状況である。また乾燥密度は極

めて低い値であり、非常にルーズである。この地盤の上に空洞処理を施した
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としても地盤自身が圧縮沈下したり、土粒子の吸出しにより新たな空隙が発

生する可能性がある。 

過去において著しく河床洗掘を受け、水叩き陥没が発生した箇所であり、当

時、空洞の処理が適当に実施されなかった可能性が高い。 

��

② 第 1 洪水吐ゲート直下の 3 つの広い地盤のゆるみ想定エリアについては、地盤の改

良処理は行わない。 

理由 

ピット掘削による地盤の観察の結果、水叩きコンクリートと地盤の境界面は

密着しており、空洞が発生していない。また、基礎地盤は、コンクリート床

版を支持するに足る十分な強度を有していると判断される。 

��

��

��

水叩き直下の地盤は径が 2～5 cm の礫を多く含む砂礫土砂であり、ところど

ころに薄い粘性土を挟んでいる。この砂礫地盤のＮ値は 20～30 程度であり

下部層の地盤と比べるとややＮ値が落ちる。他の区域と違って礫分を多く含

んでいることや、薄い粘性土層の存在が土質性状の違いと認識されて、レー

ダーの反応に現れたものと考えられる。 

掘削地盤の中に地下水面は現れていない。本体ダム下に設けられた遮水矢板

の効果によって、地盤内の浸透水面はもっと低い位置に留まっていると考え

られる。よってコンクリートと地盤の接触面にパイピングが発生する可能性

は極めて低い。 

③ 1 段目水叩きにおける他の孤立した地盤のゆるみ想定エリアについて、地盤処理は

行わない。ただし、新設する減勢池エンドシルの設置範囲に重なる区域については、

エンドシル建設時に基礎地盤を締固める。 

理由 

既存のボーリング調査の結果から判断して、N 値が 20 を大きく下回るよう

な締まりの悪い砂質地盤または圧縮性のある粘性土地盤は、当該水叩き区間

には無いと考えられる。 

��

��

��

水叩き基礎地盤内の地下水面は地盤とコンクリートの接触面よりも低い位

置にあり（第 6 洪水吐ゲート直下流左岸部の湧水箇所は除く）、この面での

パイピングの発生は考えにくい。 

レーダーに反応した地盤のゆるみ想定エリアは、それぞれが孤立して存在し

ているため、相互に影響を及ぼしあって問題を拡大させることは考えにくい。 
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(2) 処理方式 

地盤処理の対象範囲は図 2-23 に示すように、地盤の中に明らかに空洞の存在が認めら

れる領域と、空洞の周辺部で地盤がゆるんでいると考えられる領域の 2 つに分けられる。

それぞれの対象範囲についての処理方法を以下に述べる。 

(a) 空洞の存在が認められる範囲 

上記において決定した処理範囲の空洞の大きさは概略次のように推定できる。 

V = 55.0 m  x  5.0 m  x  0.30 m  =  82.5 m3 まるめて 83 m3 

この空洞の補修にあたり次のような方法が考えられる。 

方法 ①： 既存コンクリート床版を取り壊し、直接空洞部を埋戻し、その後新たに

コンクリート床版を打ちなおす。ゆるみ地盤は開削時に河床材料と置き

換え転圧する。（直接開削・埋戻し工法） 

方法 ②： 既存コンクリート床版を壊さずにグラウトホールをもうけ、空洞充填材

を注入する。ゆるみ地盤はグラウトホールから土質安定材を注入して固

化する。（空隙充填グラウト工法） 

２つの方法を本ケースに適用した場合の特質を比較すると表 3-38 のようになる。 

 
表 3-38  空洞部処理工法の比較 

 方法①：直接開削・埋戻し工法 方法②：空隙充填グラウト工法 

施工内容 鉄筋コンクリート床版壊し:200 m3 

鉄筋コンクリート床版打設:130 m3 

掘削:280 m3 

埋戻し（河床材料）:470 m3 

グラウトホール削孔:30 本 

ベントナイト混入砂モルタル:83 m3 

土質安定材の注入:85 m3 

（ｾﾒﾝﾄ、ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ及び水混合材注入）

空洞充填効果 適切な転圧、締め固めにより十分な

支持力が得られ、体積変化も少ない。

体積変化が少なく、周辺地盤とのなじ

みも比較的に良い。難透水性である。

ゆるみ地盤の改

良 

ゆるみ地盤を直接掘削し、河床材料

により締め固め転圧するため、改良

効果が確実に現れる。 

表層は改良されるが、深部のゆるみ地

盤の改良効果が明確でない。 

施工性 空洞部の確認をしながら施工ができ

る。既存コンクリートの壊しと処理

終了後のコンクリートの打ち直しに

手間がかかる。 

ファイバースコープにより空洞の観

察と充填効果の確認が必要。注入圧力

のコントロールに注意を要する。 

施工費 990,000 ペソ 2,600,000 ペソ 

総合評価 施工性と経済性の面から判断して適

当である。 

圧倒的に工事費が高くなる。 

 

比較検討の結果、空洞処理とゆるみ地盤の改良が確実に行え、しかも施工費が安

価な方法 ①：直接開削・埋戻し工法を採用するものとする。 
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(b) 空洞周辺の地盤のゆるみ領域 

空洞周辺については、地下レーダー調査解析結果図に示したように水叩きコンクリ

ートと地盤の間に隙間があるか、または地盤がゆるんでいる可能性が高い。この領域

の処理方法として、(a)の空洞部の処理方法と同様に、方法 ①の直接開削・締め固め工

法、と方法 ②のグラウト注入（コンタクトグラウト）工法の 2 つが考えられる。 

この２つを比較検討した結果、次のような理由により①の直接開削・締め固め工法

を採用する。 

施工費が 2割以上経済的である。 ��

��

��

地盤のゆるみの状態が確認でき、確実な地盤処理が行える。 

新設のエンドシルが近接しているため、同時期に水叩きの取り壊しが行える

ので施工の効率が良い。 

地盤の空洞化およびゆるみ処理を行う範囲を図 3-36 と 3-37 に示す。 
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図 3-36   水叩き下部地盤の空洞部処理断面図 
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図 3-37   水叩き下部地盤の空洞部及びゆるみ地盤の処理範囲 
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(3) 設計、施工方法 

地盤の空洞部およびゆるみ領域処理の施工内容は次のとおりである。 

① 既存の水叩きコンクリートを取り壊して撤去する。 

② 表層の玉石およびゆるんだ地盤を 0.5 m 程度掘削・撤去する。 

③ 河床材料を掘削面に敷き均して締固め・転圧し、EL.12.00 m まで盛り上げる。 

④ 床掘りをした後で、均しコンクリートを打ち、配筋を行った後で水叩きコンクリ

ートを打設する。 

２段目水叩き陥没部の補修 

(1) 補修範囲 

損傷状況調査により確定した損傷範囲を基に、陥没部補修の補修範囲を表 3-39 のよう

に決定した。 
 

表 3-39   陥没部補修範囲 

 流水直角方向 流水方向 
右岸寄り陥没部 水叩き右岸端部から 88 m 地点

と 110 m 地点の区間。 
長さ 22.0 m 

水叩き下流端から 7 m 上

流地点までの区間。 
幅 7.0 m 

左岸寄り陥没部 水叩き右岸端部から 183 m 地点

と 214 m 地点の区間。 
長さ 31.0 m 

水叩き下流端から 8 m 上

流地点までの区間。 
幅 8.0 m 

 

(2) 補修方法 

陥没部の補修は表 3-40 のような順序で行う。 

 

表 3-40  補修方法 

 工事種目 工事内容 

1. 捨石および仮設ふとん籠の撤去 ふとん籠を撤去し、表層のゆるんだ地盤を取り除く。 

2. 損傷のある水叩き床版と遮水矢

板のこわし・撤去 

上の表で示した補修範囲 

3. 陥没部埋戻し 地下水面より下の部分は河床材料を投入し、これより上

は土砂の敷均し、締固・転圧により EL.9.0 m まで埋戻

す。 

4. 鋼矢板の打込み 連続的に施工し、正常部分の矢板と連結する。矢板の長

さは 6.0 m とする。 

5. 水叩きコンクリートの打設 陥没部と周辺部水叩き床版を一体化し、原形復旧する。
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右岸土砂吐ゲート直下流制水壁 

2 段目水叩きから下流の河岸法線は、河道の流水方向と平行ではなく、約 30°の角度を持っ

て河道の内側に伸びている。このため、土砂吐ゲートを開けた時の放流水は、2 段目水叩きの

河岸と下流導流堤を直撃しながら流下する。この結果、河岸の侵食や護岸背面の裏込材料の吸

出しなどが発生しやすくなっている。そこで、流水の河岸への影響を少しでも軽減するために、

整流壁を設けて流水の方向をコントロールするものとする。 

ただし、本整流壁は洪水時において流れの障害とならないよう小規模な構造とする。従って、

対象とする流れは洪水時以外の流れとし、土砂吐ゲート全開時放流量の 50 %に相当する 70 
m3/s 流量を対象とする。この時のゲート直下流の水深は 1.25 m 程度である。 

整流壁の形状・諸元は次のとおりとする。 

- 設置位置 ：1 段目水叩き下流部で、土砂吐ゲートから 43 m 下流地点 

- 角度 ：流水方向に対して 45°河道内側に向ける。 

- 高さ ：70 m3/s が流れる時の水深に若干の余裕を考慮し、1.5 m とする。 

- 突出長 ：4.0 m 

- 壁の構造 ：壁の厚さ 35 cm の鉄筋コンクリート構造とし、 

 コンクリート床版と護岸に固定する。 

右岸土砂吐ゲート直下流部１段目水叩きの補修 

1 段目水叩きのうち右岸土砂吐ゲート直下流部は、頻繁に発生する高速の露出射流の影響に

より表層剥離や欠損が生じている。これを放置すると水叩きの破壊につながる恐れがあるので、

コンクリートを打ち直して原形復旧する。水叩きの表面標高は EL.12.00 m とする。打ち足す

コンクリートの厚さは 10～20 cm である。 

補修の方法は、i) 破損部のコンクリートの除去、ii) 既存のコンクリートスラブのはつり、

iii) アンカー鉄筋の設置とエポキシ材の塗布、vi) コンクリートの打設、のとおりに行い、新

旧コンクリートが分離しないようにする。 

右岸取水ゲート直上流の河岸防護工 

(1) 施工範囲 

右岸取水ゲートの取付擁壁護岸から上流区間の河岸は洪水時には水当たり部となるた

めに、流水による洗掘を受けやすい。現在、すでに取水ゲート取付擁壁の上流河岸は部分

的に侵食されている。図 3-38 は取水ゲート取付擁壁付近の河岸平面、洪水時の流れ及び

流速を表したものである。図からもわかるように、取付擁壁から 50 m 上流河岸は流水が

当たりやすい地形をしており、設計洪水流量が流れるときの流速は 2.7～3.0 m/s である。 
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この河岸は法勾配が 1 割程度、地盤の土質は礫混じりの砂層で、表面には粘性のある緩

い土砂が溜まっている。河岸表面にはかなりの草が繁茂しているが、河岸前面に流速が 3.0 
m/s 程度の洪水が流れた場合、河岸侵食に対する抵抗力はほとんど無いと考えられる。そ

して、河岸侵食の進行は既存の取付擁壁および取水ゲート施設に影響を及ぼすことが十分

予測される。よって、この区間の河岸に対して護岸を施し、法面を保護するものとする。 

(2) 護岸形状・諸元 

本護岸はダム貯水池に面した斜面内に設けられるため、土圧、水圧および流水力に対す

る護岸の安定性の確保が重要となる。また、貯水池内の締切やアクセスなど施工上の制約

も大きい。このような地形的、施工的条件を考慮すると、本現場に適用可能な護岸形式と

して次の２つが考えられる（図 3-39 を参照）。 

i) 案 ：自立矢板式護岸（前面捨石およびコンクリートブロック積み） 

ii) 案 ：捨石・コンクリートブロック層積み護岸 

この２案について 10 m 当たりの工事費を比較すると表 3-41 のとおりとなり、ii) 案が

経済的であるので、これを採用するものとする。 

表 3-41  工事費の比較 (10 m 当たり) 
i) 案 ii) 案 工事内容 

数量 金額(ペソ) 数量 金額(ペソ) 
1.河床砂礫まき出し・締固め 220 m3 70,400 280 m3 89,600 
2.捨石 50 m3 17,500 100 m3 35,000 
3.法面整形 100 m2 7,500 120 m2 9,000 
4.掘削 70 m3 5,600 50 m3 4,000 
5.ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ 0.5t/個 244 527,040 288 622,080 
6.鋼矢板打込み、L=7.5 m 25 枚 410,000 - - 
7.木杭打込み、L=4.0 m - - 10 本 60,000 
8.基礎および裏込め砕石 8 m3 8,640 8 m3 8,640 
9.型枠 25 m2 21,500 25 m2 21,500 
10.鉄筋 0.35 t 10,535 0.35 t 10,535 
11.コンクリート 6.5 m3 21,515 6.5 m3 21,515 
12.練り石張り 10 m2 38,500 10 m2 38,500 
13.張り芝 30 m2 21,000 30 m2 21,000 

工事費の合計  1,159,730  941,370 
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護岸の法線は、河岸の水際線から約 6.5 m 程度離れた位置にとり、既存の取水ゲート取

付擁壁の端部にスムーズに取付くように設定する。表 3-42 に、護岸の基本形状と諸元を

示す。 

表 3-42  護岸の形状と諸元 

項 目 諸 元 説 明 

護岸法線  河岸水際線より約 6.5 m 前面に出す。 

施工延長 50 m 既設ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁から 50 m 上流地点まで 

天端高 EL.18.00 m 貯水池の維持水位 + 0.5 m 

天端幅（ｺﾝｸﾘｰﾄ張り部分） 3.0 m 維持管理用通路として利用する。 

背後斜面の法勾配 1 : 1.5 斜面の維持が容易。斜面に張り芝を施す。

前面の捨石とｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ 1 : 2.0 流水力に対する安定性確保。 

 

(3) 護岸構造 

護岸前面部は流水の作用、特に掃流力と吸出し作用を受けるので、法面を厚さ 1.0 m の

層状にした玉石で被覆し、その上に重量の大きいコンクリートブロックを層状に連続して

並べる。玉石の径は 7 cm から 20 cm とし、コンクリートブロックは設計洪水流量 3,300 
m3/s が流下する時の流体力（平均流速 3.0 m/s）に対して安定を保つように、1 個のブロ

ック重量を 0.5 t とする。 

天端ブロック背面の平場はコンクリート張りとし、維持管理用の通路として利用する。

平張りコンクリートとブロックの間には小口止めを置き、木杭で支持する。背後斜面には

石張と張芝を行い、法面の侵食を防止する。この石張り工の上端と下端部にはそれぞれコ

ンクリートの天端工と基礎工を配置する。 

左岸下流既設護岸の補修 

既存の護床工より下流の左河岸に練石張りによる河岸防護工が施されているが、この護岸の

最下流部は流水の作用により陥没破壊している。この損傷は洪水時にさらに拡大し、上流部の

護岸の安定に影響を及ぼす可能性があるので、本事業の中で補修工事を行い原形復旧するもの

とする。 

本護岸は法勾配が 1 : 1.5、法長が約 4.0 m で、構造は玉石をコンクリートで固めて法面を覆

ったものである。これを補修する場合は、まず砕石を裏込め材として敷き、その上に練石張り

工を施すものとする。 
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3-3-4 施設の維持管理計画 

現在、同調整ダムの維持管理に関する組織の整備は或る程度整っている。また、操作管理

の実務は、左岸操作室において、2 門の土砂吐ゲートと 6 門のラバーゲートを、右岸操作所

においては、1 門土砂吐ゲートを、それぞれ操作する。その操作管理には、5 人の操作員が

現地に常駐し、24 時間態勢で勤務している。 

しかしながら、施設の操作・管理のマニュアルが成文化されていないことや、情報・命令

伝達システムの整備が不十分であることなど、改良が必要な部分もある。このような現在の

管理体制においては、灌漑用水を取水するだけの日々の管理には問題とならないが、特に、

迅速でかつ確実な情報・指示伝達が要求される出水時においては、不十分な体制である。こ

のため、情報・指示伝達システム、ゲート操作ルール、あるいは、平時も含めたダム貯水池

管理のマニュアルの確立が急務である。 

(1) 施設維持管理 

現在、同灌漑地方局において、包括的な施設維持管理の方法は成文化されておらず、そ

の実務は、施操作員や局、灌漑地区の担当者の判断に委ねられている。このため、統一的

な管理が不十分であるので、下記の施設維持管理指針に基づいて、包括的、統一的な施設

維持管理の方法が確立されることが、強く求められる。 

(2) 取水量の管理 

取水量の管理は、灌漑用水の取水ゲートの操作に限定されている。毎月毎に、国家水資

源委員会が下記に示す水利権配分を基本にして、NPC アンガットダムの貯水量の余裕を

考慮して、関係機関と調整の上、関係水理権者や NIA の各灌漑地区に、当該時期の取水

最大量を指示する(表 3-43 参照)。これを受けて、同地区では、左右岸にある取水ゲート

を必要に応じて、操作して取水する。 
 

表 3-43  アンガット川流域水利権量 

区分 流量 
AMRIS 36 m3/s 
MWSS 22 m3/s 
河川維持流量 2.0 m3/s 

 

また、NIA はアンガット川に関してはダム貯水池地点において、支川のバヤバス川から

の 4.0 m３/s の水利権を有しているので、灌漑用に合計 40.0 m３/s の水利権がある。 

(3) 洪水時の管理 

洪水時においても、原則的には常駐操作員が操作管理を実施する。また、必要に応じて、

地方局管理課長、州事務所長、州維持管理係長が、現地操作室に入り、ゲート操作管理を

指導・支援しているが、その実施に関する明確な規則がない。また、ゲート操作が、常時
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満水位の EL.17.5ｍと上流側に人口洪水を起こさないための水位 EL.18.0ｍの 0.5ｍ間で

行われなければならず、極めて微妙で、かつ機敏なゲート操作が要求される。そのため、

別添のゲート操作規則に基づくゲート操作が必要であると共に、規則には操作支援が必要

な時期と態勢を明記する必要がある。 

また、操作に必要な情報指示の伝達についても、同操作規則に明確に規定することが必

要である。 

ブストスダムに関する維持管理指針(案)を表 3-44 に示す。 
 

表 3-44  アンガット灌漑用調整ダム維持管理指針(案) 
 
I 一般 
１． 目的 

この維持管理指針は灌漑庁第三地区局に所属するアンガット灌漑用調整ダムの貯水池及び施設を常

に良好な状態に、かつ本来の 機能を保つよう、適切に維持管理するために定める。同施設を管理す

るもの、または、これにかかわるものは、常にこの目的を念頭において、各自の義務を果たさなけれ

ばならない。 
 

２． 組織 
同維持管理は、地区局長が責任をもって、実施するものとする。実際の維持管理業務は、本省及び局

の関係部局と相互に協力して、州灌漑事務所長が実施するものとする。 
 

３． 義務 
１） 地区局長 

同ダムの維持管理業務を統括すると共に、関係省庁との調整を実施する。 
２） 局管理課 

州灌漑事務所に協力して、維持管理業務を実施する。 
３） 州灌漑事務所長 

同ダムの維持管理及び施設操作の実務を執行する。 
   

II 貯水池管理 
１． 目的 

１） 貯水池内及びその周辺地域の住民、観光客の生命、財産の安全を確保する。 
２） 貯水池やダム施設に悪影響を及ぼす、または、及ぼす恐れのある貯水池内及びその周辺地域にお

ける人間活動の監視及びその防止する。 
３） 貯水池の機能を確保する。 

２． 義務 
１） 貯水池水面の定期的監視。 
２） 施設に悪影響を及ぼす、または、及ぼす恐れのある物、活動の除去。 
３） 貯水池容量確保のための浚渫。 

３． 実務 
１） 監視 

ゲート操作班は、毎日、ボートによる水面巡視と貯水池周辺の踏査巡視とし、その結果を週報にて州事務

所長に報告する。また、いかなる違法行為も、発見し次第、速やかに、局長に報告する。 
２） 違法行為及び有害物排除 

違法行為あるいは有害物を発見した場合は、速やかに、その違法行為者に警告すると共に、州灌漑事務所

長に報告するものとする。違法行為あるいは有害物を排除するのが困難な場合は、地区局長に報告し、警

察など関係省庁の協力を求め、協定書に基づいて対処するものとする。 
３） 浚渫 
貯水池内の標高 15.00 m 以上にある堆砂は定期的に貯水池外に除去するものとする。浚渫にあたって

は、河岸の侵食を誘発しないよう配慮する。 
 
III 構造物管理 
１． 目的 
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１） 構造物の状態、機能の維持 
２） 障害物の除去 
３） 損傷の早期発見と損傷悪化の防止 
２． 義務 
１） 監視 

監視は、ピア、床板、導流壁などのコンクリート構造物、土砂吐ゲート及びその巻き上げ装置などの

鋼構造物、ラバーゲートについて実施する。 
２） 障害物の除去 
  各施設に障害物を発見した場合は、速やかに、これを除去するものとする。 
３． 実務 
１） 監視 

維持管理係は、地区局管理課を協力して、構造物の監視を実施するものとする。その頻度は月１回と

し、内容を記録して、州事務所長に報告するものとする。 
２） 障害物除去 
維持管理係は、地区局管理課と協力して、床板減勢池内に繁茂した水草、堆砂を、定期的に除去するもの

とする。 
３） 応急措置 

構造物に何らかの異常、損傷を発見した場合は、速やかに、上位機関に連絡し、対策の必要性の有無、

対策の内容、費用を検討するなど、必要な対策を実施する。 
 
IV 河川管理 
 
１． 目的 
１） ダムの放流から地域住民や観光客の安全を確保する。 
２） 河川の自然を保全する。 
２． 義務 
１） ダムか流域の河川における人間活動の監視 
２） ダムの放流時における、警報と生命安全確保 
３） 違法砂利採集の禁止措置 
３． 実務 
１） 監視 
ゲート操作員は、毎日、河川地域の監視を実施するものとする。河川の自然を破壊する行為、あるいは、

現象があれば、州事務所長に報告し、適切な措置を取るものとする。 
２） 警報 

ゲート操作員は、ゲートからの放流にあたっては、下流地域に対して、警報を発すると共に、放流に

対する安全性を確認する。 
３） 砂利規制 
違法な砂利採集行為を発見した場合は、地区局長は、関係省庁と協力のうえ、協定書に基づいて、これを

排除するものとする。 
４） 河川維持流量 

河川の自然環境保全のため、左岸土砂吐ゲートから常時 2 ｍ３/s を放流するものとする。 
 
 
 

3-3-5 ゲート操作 

本業務におけるゲート操作の対象は、洪水吐用ラバーゲート及び土砂吐く用ゲートとする。

ゲート操作規則の検討にあたっての、前提条件は次のとおりである。 

(1) 常時満水位は、EL.17.5 ｍとする。 

(2) 洪水時の最大水位は、貯水池内地域における家屋浸水防止のため、EL.18.0 ｍとし、

この水位以下で、計画洪水流量 3,300ｍ３/s を流下させるものとする。 

(3) ゲート操作は、貯水池水位の変化に応じて、実施するものとする。 
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(4) ゲート操作にあたっては、灌漑地方局長は、NPC、NIA 及び全国洪水予警報センター

と連絡を密にし、台風進路や規模などの気象情報の収集に努めると共に、得た情報を

ゲート操作の態勢に反映させるものとする。 

添付資料としてゲート操作規則(案)を巻末に示す。 

3-4 プロジェクトの実施体制  

3-4-1 組織 

本プロジェクトの実施機関は、「フィ」国国営灌漑の施設建設・運営・維持管理を実施し

ている国家灌漑庁（NIA）である。 

事業実施する現地での実施機関は、同庁の地方実施機関である第三地方局（中部ルソン局）

である。同地方局は、ブラカン州灌漑運営事務所（以下州事務所という）を通して、当該調

整ダムを含む国営灌漑事業 AMRIS を統括している。 

調整ダムの維持管理は州灌漑事務所（AMRIS）長が実施する。実業務は同州事務所組織

下の水管理班が実施している。維持管理の技術的な事柄に関しては、州事務所の維持管理係、

あるいは、地方局の技術課と管理課がサポートしている。また、本省灌漑管理部は、国家予

算に係わるような事項について、所掌している。これらの組織は、本省、現場管理所以外は、

ブラカン州サンラファエルにある地方局建物内に同居しており、意志疎通はスムーズに行っ

ている。 

図 2-13 に NIA、図 2-14 に NIA の地方局、そして、図 2-15 にブラカン州灌漑運営事務所

の組織図をそれぞれ示す。 
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3-4-2 予算 

NIA の予算は、開発及びリハビリ・改良事業のための事業実施予算と既存灌漑地区運営予

算からなっている。事業実施予算は、外国援助資金と自国資金とからなり、運営予算は自国

資金で賄われている。また、運営予算は、灌漑用水使用料金などの NIA 独自の収入と国庫

補助からなっている。1999 年における AMRIS のそれぞれの予算は、事業予算が 38,402 千

ペソ、運営予算が 1,273 千ペソであった。事業予算のうち 15,000 千ペソは、世界銀行の実

施している既存灌漑施設支援事業の資金を利用している。 

本事業の実施に関しては、特段の管理運営資金は必要とせず、今後とも、同程度の予算は

確保できる見通しがあるので、予算上の問題はない。 

また、本事業実施後においては、小規模のリハビリ工事が必要となる可能性があるが、引

き続き、既存施設リハビリ・改良事業費を投入できる事業計画があるので、問題はない。 

3-4-3 要員・技術レベル 

本事業の実施にあたっては、NIA 本局の施設機器管理担当次官を長とし、施設管理部、設

計部を加えた集団支援態勢があり、その指導の下に、地方局が実質的な担当部署となる。ま

た、地方局にあっては、管理課長が専任担当者に任命されていて、設計課と共同で本事業の

実施にあたることとなっている。それぞれの課長あるいはそのスタッフは、ラバーゲート建

設の無償案件を経験しているほか、当該床板の応急補修工事も設計・監理していて、本事業

の技術的内容に通じている。このため、カウンターパートとしての、要員配置、技術レベル

に問題はない。 
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